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東京都立大学都市研究所
第9回公開講演会

第63号総合都市研究

次世代時代における大都市東京の構造・機能・役割

1996年12月3日

東京都議会議事堂

日時

場所 都民ホール

1.開会あいさつ

2.東京の都市構造とその変化

3.大文字の「世界都市」、小文字の「世界都市j

4. 日本の中の東京一全国総合開発計画・首都圏基本計画と東京の計画一

5.分権の時代の首都自治体・東京の役割

6.閉会あいさつ
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開設し、今年でドクター 1年までの学生が在籍し

ております。そういうようなところなのですが、

もちろん学内、あるいは学外の先生方と協力して、

さまざまな共同研究などを行っております。

このたび、都市研究所と大学院のために、南大

沢の構内の一角に独立した建物を提供していただ

きました。南大沢においでの節は、駅をおります

と大学のほうに向かつて左手のほうに、三角屋根

の独立した二階建ての建物が見えます。そこが都

市研究所でございますので、ぜひお立ち寄りいた

だければと思います。

さて、きょうの都市研究所の公開講演会は第9

1.開会あいさつ

高橋勇悦

最初に簡単にごあいさつを申し上げたいと思い

ます。東京都立大学の都市研究所は、皆さんご存

じかとは思いますが、都市及び都市問題を専門に

研究する研究機関ということになっております。

研究所の専任スタッフは7人、 7部門で、災害、

都市計画、コミュニティー、あるいは環境問題等々、

さまざまな都市問題について研究しております。

加えて、 3年になりますが、都市研究所の全スタッ

フが参加している都市科学研究科という大学院を
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回を迎えます。この講演会は例年やっているので

すが、都市研究所がいろいろな都市問題に取り組

んでいて、その研究成果と連動させながら毎年時

宜にかなったテーマを設定して、その問題を皆さ

んと一緒に考えるという趣旨で行われているもの

です。きょうのテーマは、「次世代時代における

大都市東京の構造・機能・役割Jというものです。
今さら言うまでもないかと思いますが、東京は21

世紀を目前に控えまして非常に大きな転換の時期、

境目に立っていると考えていいのではないかと思

います。いわゆる国際化、高齢化、あるいは情報

化というようなことが、かなりその内容を変えつ

つ深く変化を迫ってきています。経済的にも、バ

ブル経済後の東京の構造的な変化ということもあ

ります。

21世紀を迎えて、東京はどういう方向で将来を

見定めたらいいのか。そういう問題に我々は今直

面しているのではないかと思います。きょうはそ

ういう大都市東京の構造・機能・役割というもの

を、いわば学術的な研究の成果に基づいて皆さん

にお話し申し上げるということになります。お手

元のパンフレットにございますように、 4人の先

生方にお話をしていただきます。簡単にご紹介を

しますと、最初に「東京の都市構造とその変化J
と題しまして、都市研究所及び都市科学研究科の

教授でもある中林一樹先生からお話をうかがいま

す。中林先生は、都市計画、あるいは都市防災な

どでご活躍の先生であります。

2番目に、「大文字の『世界都市』、小文字の

『世界都市.Uと題しまして、一橋大学の社会学部
助教授の町村敬志先生にお話をおうかがし、します。

町村先生は、世界都市についての社会学的研究で

すばらしい成果を上げた方でいらっしゃいまして、

もう新進気鋭という時期ではないのかもしれませ

んが、非常に注目されている学者の1人でありま

す。

3番目には、東京大学の大学院工学系研究科教

授、大西 隆先生に「日本の中の東京一全国総合

開発計画・首都圏基本計画と東京の計画一」と題

しまして、お話をお願いするということになって

おります。そして最期に「分権の時代の首都自治

体・東京の役割」と題しまして、東京都立大学法

学部及び都市科学研究科の教授である磯部力先

生にお話をいただくことになっております。磯部

先生は都市行政、あるいは都市法学のご専門の先

生でいらっしゃいます。

いずれの先生にもそれぞれの学問分野での研究

の成果に基づいたお話をじっくりとおうかがいで

きるだろうと期待しております。皆さんもご一緒

にお考えいただければありがたいと存じます。

2.東京の都市構造とその変化

中林一樹

最初に私が話をすることになっていますが、きょ

うのテーマである「次世代時代における大都市東

京の構造・機能・役割Jの論点の提示というつも
りでいますので、いろいろな言葉がレジュメにち

りばめられております。今日は、次の東京の都市

構造はこうだというよりも、こういう観点から少

し探っていく時期にあるのではないかという立場

で、話をしたいと思います。

近未来としての21世紀

「次世代時代」という言葉は最近よく使われる

言葉の 1つになってきております。もういよいよ

21世紀も間近に迫っているときに、次世代という

のはどう考えたらいいのかという疑問もあろうか

と思います。私は、もともとは都市計画というの

が専門でございまして、その立場で、とくに最近、

安全からのまちづくりとか、都市づくりというこ

とを考えています。「都市計画」というのは、ど

うしても先を見てどうするかという立場で、地域

なりあるいは都市なりを見ていくわけですが、な

かなか先が見えない時代というのが今なのではな

いかなと考えております。

21世紀の東京を見通すということができるとい

いわけですけれども、実際にはなかなかそうはい

かない。ここで考える次世代というのは、いわば

10年、 20年、 30年というぐらいの近未来、そのく

らいの期間をどう考え、どのように過して、その

20年先、 30年先を迎えていくべきかというのが、

今「次世代」として考えていくべき 1つの時間的



第9回公開講演会:次世代時代における大都市東京の構造・機能・役割 131 

なスケールなのではないかと，思っております。

よく「都市計画は100年の大計」という言い方

をされますけれども、今の時代で100年の大計と

いうのは実際にはなかなか難しいことでありまし

て、 10年、 100年、 1，000年というような3つのオー

ダーで考えてみますと、やや予測的に物事を見る

ことができるのは10年、 20年というオーダーかな

と思います。 100年ということになりますと、も

うかなり空想的な見方ということでありまして、

やや学問的に語るには、非常に難しい時間のスケー

ルでしょう。 1，000年ということになりますと、

ますますこれは空想をはるかに超える文明的な大

転換ということすら予想されるのではないでしょ

うか。

東京の40年を振り返る

それは、少し過去を振り返ってみればよくわか

ります。 10年前の東京、 100年前の東京、あるい

は1，000年前の東京ということで考えて、 10年前

に今日の東京というものをどれくらい予測できた

〈万人〉

4 0 

どへ

か。 100年前に今日の東京をどれぐらい予測でき

たか。 1，000年前ということになりますと、多分、

東京というのはまだ自然地形的にも今の姿ではな

くて、日比谷に入江が入り込んで、いる、あるいは

下町の多くが湿地帯の様相を呈しているというよ

うな時代であったわけです。時代の変化の激しさ

も加味しますと、数十年というのがいいところか

なというのが、ひとつの私の観点であります。な

るべく先の話を格好よく展開できるということが

ひとつの予測科学としてできるといいんですが、

なかなかそういう時代ではなくなってきていると

いうことです。「計画」を自分の専門だと考えて

いる者にとっては難しい時代だなと感じていると

ころです。

この30年、 20年というような時代を簡単に振り

返ることから、この先の20年、 30年をどう迎えて、

次世代への東京の都市のあり方を考えていくべき

かについてお話をさせていただきたいと思います。

図2-1は過去、昭和30年ということですから、

今から40年前の時代からの東京及び首都圏の人口
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資料 総務庁「都道府県人口四推計」をもとに国土庁大都市自画整備局作成.

図2-1 転入超過数の推移(前年10月1日から 1年間)
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の動きです。ご存じのように、人口がどのように

変動するかというのは、その都市の物理的な姿と

いいますか、土地利用ですとか、都市の施設をど

うつくっていくかということとも大いに関係のあ

る重大な事象であります。

図の下のほうにA印が入っておりますけれども、

この33年、 43年、 51年、 61年というのは何かとい

いますと、これは首都圏整備計画の基本計画が告

示された時期であります。第1次の首都圏整備計

画というのは33年に告示されまして、ここで考え

ていた都市構造というのは、戦後復興の中から急

速に東京が立ち上がっていく中で、過大都市をい

かに抑制するか、空間的な構造としても、大都市

の弊害をなくすために、いかに都市をコンパクト

にしていくかということを第一の計画理念として

つくられた。この第1次首都圏整備計画の告示さ

れた時期でありました。

そこで考えていた東京の一大東京といいますか、

首都圏という範囲になるんですけれども一空間的

な構造で見ますと、東京の23区及び川崎、横浜と

三鷹、武蔵野、川口というようなところを既成市

街地として都市的利用の空間として固定し、その

中で計画的に都市を形成していく。市街地の無秩

序な、延々たる拡大による過大都市化を避けよう

ということで、大ロンドン計画を模して、グリー

ンベルト(近郊地帯)によって東京の市街地の無

限拡大を抑制しよう、その外にニュータウン(市

街地開発区域)を整備していこうという考え方が

取り入れられていた計画でありました。

ところが実態的には、その後、すさまじい勢い

で東京への人口集中というのが進展いたします。

東京自体の人口は、その昭和32年、 33年のあたり

が、転入・転出という人の出入りでいいますとピー

クでありまして、以降、東京都の人口全体として

は、転入超過の量がどんどん減っていくわけです。

しかし、東京圏、これは南関東1都3県の範囲に

なりますが、この範囲では昭和30年代の後半から

40年にかけてますます人口が集まっていく。これ

まで都市計画的な側面から、都市の過大都市化の

抑制という計画を強く打ち出してきたわけですけ

れども、それがこの社会の動きの中で改変せざる

を得ない。住宅を建てる土地もまた大きな問題と

なりまして、この昭和43年に第2次の首都圏整備

計画が告示されるに当たって、先ほどのグリーン

ベルトというものが全面的に廃止されていった。

むしろ近郊整備地帯という形で、市街地を計画的

に形成することによって、秩序ある大都市を形成

していくというのが、昭和43年の第2次首都圏整

備計画ということであります。もうその時点では、

東京都の人口としては、社会的には減少という状

況に入り込んでいたわけですけれども、東京圏と

しては大きくまだ全国から人口を集めていたとい

うことでありました。

昭和48年、最初のオイルショックというのをきっ

かけにして、高度成長という経済活況の時期が終

わりを告げて、世の中が安定成長という、安定と

いう言葉がいろいろな局面で使われる時代に入っ

ていきました。人口の動きで見ましでも、昭和40

年代の後半に入りますと人口の転入超過というの

が急激に減っていくわけですが、これは実は、我

が国の人口構造と大きく関係をしているところで

もあったかと思います。人口の動きは経済が活況

しますと、社会的な人口移動が多くなる。経済が

停滞すると、社会的な移動が低下する。その結果

として、都市の成長というのも左右されるという

ことなんですが、この昭和30年代の後半から40年

代にかけてというのは、我が国の人口を構造的に

見ますと、この過去の40年の聞に非常に大きく変

わっている。図2-2は三大都市圏の人口ピラミッ

ドですが、 1990年と2025年を重ね合わせているも

のなんです。戦後のベビーブーム世代がこの1990

年の40歳代のところに入り込んでいるわけですけ

れども、この世代を中心にして、次男、三男、四

男という人たちが都市に向かつて流れ込んでいた

時代が、昭和30年代の後半から40年代でありまし

て、経済の高度成長の時期と、地方から見ますと

過剰な人口といいますか資産を継承することので

きない人口がちょうど社会に出る時期とが重なっ

ていた。その過剰な人口が都市に集まる時期を過

ぎるのと、オイルショックによる経済成長の安定

化というのが、また時期的にも重なっていたとい

うことではなかったかと思います。
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図2-2 三大都市留の現在と次世代の人口ピラミッド(国土庁推計趨勢裂)

そうした過去の動きの中で、昭和51年になりま

すと、東京に、あるいは首都圏に対する人口の集

中傾向というのが停滞する中で、少し前倒しで第

3次として首都圏整備計画が見直しをされました。

その見直しをする中で、東京は、 1980年代後半の

業務化の進行につながる一極構造、一極集中とい

う問題が出てきました。計画の言葉でいいますと、

核都市の形成という言い方が使われまして、首都

圏の中を少し分散的な都市配置構造にしていくと

いう考え方が出されました。それが昭和61年の第

4次首都圏整備計画では、業務核都市という言葉

に改められました。

こうした過去の経緯を見ていきますと、この大

きな人口の変動にあらわされる社会の動きという

ものを、 10年先、 20年先、的確に読みとって、都

市の姿を描いていくということが100年の大計と

してできたかという点に立ちますと、なかなか難

しいものであったと思います。特に、この戦後の

変動の激しい時期、これが昭和の過去の30年、あ

るいは40年た、ったのではないかと思うんですけれ

ども、振り返って、これからの20年、 30年という

ところを見ますと、もう少し変化の少ない時期に

入ってきている。それは都市の空間的な構造とし

ても、非常に変化の少ない考え方をしなければい

けない時代になってきているのではないかと思い

ます。

21世紀の都市づくりをとりまく 4つの不可避的状況

20世紀と21世紀の違いというのがどこにあるの

かというのは非常に難しいところですが、例えば

産業構造的な側面から見ますと、 20世紀というの

は工業化の時代でありました。工業化に伴う都市

の成長の時代ということであったかと思うのです

が、次世代、あるいはそれ以降の時代というのは、

工業化から次の産業への展開、第3次産業化とい

うような動きがさまざまに指摘されるところです

けれども、それは同時に、 20世紀のような激しい

社会の変動のない時代なのではないかというふう

に考えております。

そしてまた、 21世紀の都市とか、あるいは地域

を取り巻く状況としては、避けがたい幾つかの間

題というのが横たわっているのではないかと考え

ています。それは、 20世紀の時代の都市というの

は、 1つの国の中の極として、あるいは 1つの国

の中の中心として都市の存在というものが確立し

ていたわけですけれども、 21世紀になりまして、

地球規模でさまざまな活動が展開される時代にな

りますと、都市というものの存在が、国を越えて、
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地球というスケールの中で考えなければいけなく

なる。そうなると地球の問題というのが、すなわ

ち都市の問題として、都市づくりにとっても不可

避的な状況をつくり出していくのではないかと考

えております。

21世紀の都市づくり、地域づくりを取り巻く不

可避的状況ということで、 4つの問題を上げさせ

ていただきました。第1は人口問題であります。

世界的には人口というものの爆発的増加というの

がまだ継続しているのですが、その中で、我が国

も含めて先進地域と言われてきた地域では、大都

市も含めて人口は増えない、あるいは人口が減る

ということが一般化する。私ももう20年以上も前

に大学で勉強させていただいたのですけれども、

そこで習ってきた計画の考え方、あるいは地域の

考え方というのは、特に都市計画という側面でい

きますと、「都市は成長する、その成長をいかに

制御していくかJという見方で、都市を計画する
ときの評価・判断の軸をつくってきたわけです。

しかし、これからの時代というのは、その都市に

おいても人口の減少ということを前提にした見方

をしていく必要が出てきている。それは少子化と

か高齢化社会ということでもありますし、そして

生産年齢人口の相対的減少ということも意味する

わけですけれども、こうした人口問題のとらえ方

がまず大きく変わり、それは避けられないもので

あろうというのが1点です。

第2番目は、食糧問題、これも地球環境を取り

巻く状況なんですけれども、我が固では既に人口

の7割が都市に住むという状況の中で、食糧の生

産性というものが拡大していく余地というのがだ

んだんなくなってきております。これは社会構造

といいますか、人口構造的にも、産業の労働力の

配分という側面から見ても、なかなか農業の生産

性の拡大というものが認められません。また地球

規模で考えますと、この20世紀後半の工業的農業

生産の技術というのが、砂漠化ですとか土壌の問

題ということで、農業生産という側面で見ますと、

地球環境の疲弊化ということにつながりかねない。

現在、都市で食糧問題というのはあまりピンとこ

ないところかと思いますけれども、そういった側

面から都市を見直していくと、これは多分ごみの

問題ともつながってくるのかもしれませんが、持

続可能な都市のあり方という問題もまた関連して

いくと思います。

3番目がエネルギーの問題。かつてローマクラ

ブのレポートがセンセーショナルに取り上げられ

まして、 20世紀中に化石エネルギーがなくなるか

もしれないという議論がございましたけれども、

どうもそれはクリアできるということのようです

が、この化石エネルギーというのはやはり無尽蔵

ではないわけです。このエネルギー問題をどうと

らえていくかというのは、まさに都市の問題とし

て重要になってきている。それはまた、化石エネ

ルギーの消費が今日のさまざまな環境問題の根源

でもあるとすれば、単なるエネルギー問題ではな

くて、次の環境問題とも大いに関係のある課題に

なってくるかと，思っております。

4番目に、環境問題です。 21世紀の環境問題と

いうのはまさに地球規模の問題でありまして、さ

まざまな取り組みが行われていくのですが、都市

における環境への取り組みが次の時代の地球規模

の環境に大いに関係があるということも、だれも

がお話になられるところではないかと思います。

この環境問題を少し広げてとらえますと、私の立

場からいきますと、自然災害という問題も含めて、

東京の次世代を考える上では、自然とのつき合い

方というのを考えていかなければいけない時代に

なっているのではないかと，思っております。

都市づくりのパラダイムの転換

そうした4つの問題への取り組みが不可避的で

あるということは、多分20世紀に考えてきた 1つ

の地域計画、あるいは都市計画という、そして、

そこで考えていた都市の構造というもののとらえ

方に大きな考え方の転換といいますか、パラダイ

ムの転換を迫っているのではないかと考えており

ます。都市づくりのパラダイムの転換ということ

で、 7点ほど指摘しておきたいと思います。

①人口増加から人口減少へ

先ほど申しました人口増加から人口減少へ、高

齢化の進展、少子化の進展ということがあるわけ
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ですけれども、それらを踏まえた人口が増えない

という計画フレームの中で、都市をどうとらえ、

計画していくかということが、今求められてきて

いるかと思います。

②都市開発から修復更新へ

もうひとつは、この人口という社会的な側面で

の高齢化、少子化ということをフィジカルな面で

とらえますと、これまでの都市の成長、それを支

える新規のさまざまな都市開発ということから、

おのずとこれまでのストックをどう使っていくか

というストック重視の都市づくり、そしてその修

復、更新ということによる都市の整備ということ

が重要になってくるのではないか。そうしますと、

大きく都市の構造が変わるという時代ではなくて、

今の都市の姿をどう活用しながら、これまでにつ

くってきた都市構造の上に立って、どのように新

しい時代に対応した都市構造へ修復していくかと

いうことが、大きな課題になってくるというよう

に考えております。

図2-3は都で出されている f2015年の東京の

展望」の中に出てくるひとつの図表でございます。

我々の東京を支えている建物がいつごろ建てられ

ているかという図でございます。この1970年代に
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建てられた耐火造の建物というのが基本的に現代

の東京を支え、またこれが次世代に向かつて残っ

ていく社会的ストック、使っていかなければいけ

ないストックということになるかと思います。こ

うしたストックもいずれ物理的な寿命を迎えてく

るわけで、図2-4も f2015年の東京Jの中に出

てくる表ですけれども、ちょうど次世代の時代に

向かつて、こうした東京を支えている、東京の都

市構造を形成してきた社会資本が更新する時期を

迎えてくるということであります。

③利便性の都市づくりから安全・安心の都市づく

りへ

官頭に、次世代の東京の都市構造というのはど

のようにして15年後を迎えるかという話をしたの

ですけれども、社会の老朽化といいますか、社会

の高齢化というのはなかなか避けがたい状況なの

です。物理的な都市構造の側面で見ますと、これ

をどのように修復しながら、あるいは更新しなが

ら、次世代を迎えるかということこそが重要な問

題になってきている。超超高層とか、大深度地下

というような議論もされていますけれども、やは

り、その前にやるべきことがこの更新問題という

ことかと思います。とくに、東京の自然環境とい

千中 高文台量証品目大世最中軽量 荒 i • i I i[ g 
R 書 目 北戸
目央 富京東目車 111 I 81 fr fr 野並島 JII 福島立時期 s
(資料)東京消防庁 f東京都の市街地状況調査報告書(特別区第四回)J 1990年

"東京都の市街地状況調査報告書(特別区)J 1981年
( % )全建築物の建築面積に占める耐火造建物の建築面積の割合

図2-3 建設年次別区別耐火造建物の割合
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2 20日年の倍数は、 1994年に対してのものである。
3各局資料をもとに企画審議室試算

図2-4 増大する社会資本更新経費

う側面で考えますと、地震に代表される災害の聞 いろいろな側面で移行していく。都市構造に関連

題が、次世代の時代にますます逼迫してくるとい しても、持続可能な都市構造をこれまでのストッ

うことが指摘されているところであります。東京

の中にはそうした自然災害という側面、とくに地

震災害という側面で見ますと、非常に問題を残し

た市街地がたくさん残存している、ストックとし

て残っているということです。

現在公表されております地域危険度というもの

があります。地震に対してどの地域に問題が多い

かということをアセスメントした結果のひとつで

すけれども、建物危険度図というのは木造の建物

を中心にして、地震に対して脆弱な都市施設の分

布を示しているわけであります。この危ない地域、

危険性の高い地域というのは、 73年前の関東大震

災の後、都心部が計画的に都市構造の再編という

形で復興していったものと対照的に、無秩序に、

無計画に形成されてきた市街地ということであり

ました。その70年間の都市計画をしてこなかった

という「つけjを次世代までにどこまで改善して

いけるか。この問題が東京の次世代への都市構造

を考えていく上で非常に重要な課題であると私は

考えております。

④成長都市から持続的発展都市へ

グロスからサステイナピリティへという片仮名

を使っておりますけれども、次世代に向けでは

「成長」という路線から「持続性Jという理念に、

クの上にどうっくり上げていくかという課題に直

面してきているということです。サステイナブル

な都市構造への改変。これは別な言葉で言えば環

境共生型というような言葉であったり、環境共生

の生活という言葉でもあるかと思います。さらに、

都市防災の観からも加味しますと、サステイナプ

ルな安全都市の構造というものを、この10年、 15

年の聞にぜひともっくり上げていくことが今求め

られているんだと考えております。

最近、サステイナブル・コミュニティーという概

念でのまちづくりがアメリカを中心にして提案さ

れ、また一部実現している事例がアメリカの西海

岸に出現してきておりますが、そこでは7つの要

素、「アイデンティティーJ、「自然との共生J、「自
動車利用を削減する交通システム」、「ミックスト・

ユース」、「複合利用あるいは秩序ある混在jとい

いますか、そして「オープンスペース」、「画一的

ではない個性的なハウジングJ、そして「省エネ・

省資源」が示されています。この7つの要素を持

つサステイナブルな都市のあり方、地域のあり方

というのは、東京の都市構造を考える上でも今日

では必要不可欠な、避けて通れない計画課題のひ

とつになってきていると考えているところです。

この中で、とくにこのオープンスペースの問題
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というのは、災害の問題を考えますと非常に重要

な、かつ東京の都市構造そのものにかかわる大き

な課題になってくるのではないかと思っておりま

す。これをどう突破していくかというのは、計画

というひとつの学問体系で明快にその処方せんが

切り出せるといいんですが、なかなかそうはいか

ないわけです。東京の地震災害に対して危険な地

域をどれだけ空間的ゆとりを持った市街地として

修復していくかどうかということも、東京のサス

テイナピリテイには重要な課題でしょう。危険地

域を都心の周辺に抱え込んだ東京の都市構造の改

変を、ぜ、ひこの10年、 15年の聞に実現していくこ

とが必要になってきているんだと私は考えている

ところです。

⑤分節連接型都市構造へ

このサステイナブル・コミュニティー、あるい

はサステイナブルな都市という観点からいきます

と、巨大な都市構造から分節し、各々が連接した

生活空間というものにスポットを当てた大都市の

構造の再編ということが必要になるのではないか。

生活という面から見ると、実はこの巨大都市を全

部使って生活している人はいないのでありまして、

生活の質の向上ということから考えても、もう少

し実生活空間を核にした都市構造のあり方が求め

られていく必要がある。

⑥参加型地域としてのタウンシップの創生

それから、そういうコミュニティーの中で参加

型の地域へのかかわりが重要になってくる。

⑦j昆住社会の形成

国際化も含めて、さまざまな混住社会への移行

ということも重要になっています。 20世紀の都市

計画は排他主義であるという批判があるわけです

が、まさにその排他的居住社会づくりから、混住

化・共生化への視点というのがますます重要であ

り、そうした都市の姿が求められていくのではな

いかと考えております。

3.大文字の「世界都市J、
小文字の「世界都市j

町村敬志

私のテーマは、大文字の「世界都市j、小文字

の「世界都市Jということで、内容といたしまし

ては、ほかの3人の先生方は非常にハードで重厚

なお話になるかと思うんですけれども、私の場合

には、社会学ということもありまして、やや違っ

た側面から都市を見ていく、ソフトな面から見て

いくという形でお話をしていきたいと思っており

ます。

10年前の「世界都市j論

最初と最期のほうでスライドをまじえながら話

を進めていきたいと，思っております。ここで挙げ

ました「世界都市Jというテーマ、これは一時期
東京でも非常に頻繁に引用されたり、語られたり

した言葉、ある意味では、今では時代おくれになっ

てしまったという印象があるわけです。そういう

形で使われる「世界都市」という意味と、それを

もう少し違った角度で眺めていった場合に見えて

くるような、いわば別の意味での「世界都市」の

対比、これがきょうの本題、タイトルにいたしま

した「大文字」と「小文字Jの違いということに
なってくるかと思います。

この青い、一番最初に配られた案内なんですけ

れども、実は、これを書いたのは、会議でオース

トラリアのブリスベンというところに行っていた

ときで、慌ててブリスベンからファックスで送っ

たものです。そのブリスベンの町での印象だ、った

んですけれども、ブリスベンというのはオースト

ラリアの中でいえば3番手、 4番手都市あたりの

人口をもっ都市です。そこで見た言葉なんですけ

れども、これから世界都市を目指すんだという言

葉があちこちで踊っておりました。市役所がつくっ

たような文献の中にも、そういう言葉が出てきて

おりました。

どこかで聞いた言葉だなと，思ったわけですけれ

ども。例えばオーストラリアという場所で見てい

きますと、シドニー、これは次回のオリンピック

が聞かれる都市でありますが、シドニーでも世界

都市という言葉が語られている。これから環太平

洋地域のいわば中核都市として、東京を追いかけ

ていくという意気込みで、オリンピックなども開

催されようとしているわけです。東京について言
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えば、ちょうど今から10年ほど前でしょうか、 86

年というのがちょうどバブル経済が始まった時期

であり、例えば臨海開発等を含めて、 85年、 86年

あたりが大きな節目であったというふうに、今か

ら振り返られているわけです。

例えば、東京では86年が世界都市という言葉が

広がっていく節目であったとするならば、 1980年

あたりに、例えばロンドンでありますとか、ニュー

ヨークといった都市ではいち早くそういう言葉が

語られました。その当時はロンドン、ニューヨー

クはいずれも衰退の危機ということが一方で叫ば

れておりましたので、それをどう乗り越えるかと

いう文脈の中で、この言葉が出てきたわけです。

こういうふうに考えてまいりますと、世界都市と

いう言葉、ここでは特に中枢管理都市、とりわけ

世界的な規模での中枢管理機能というふうに考え

ていくと一番わかりやすいかと思いますけれども、

そのような意味でのいわば「大文字の世界都市」

というのが、 80年代の初めにニューヨーク、ロン

ドンといった都市でスタートし、それがだんだん

世界中に広がっていって、ちょうと氾0年代半ばに、

東京にそれが到達し、あるいはロサンゼルスといっ

た都市に到達していく。それがさらに人口の規模

でいえば、それよりもやや小さな都市、あるいは

アメリカや日本、あるいはイギリスといった世界

経済の中心から次第に外れた地域に広がっていく。

例えばオーストラリアでありますとか、香港、

シンガポールといった地域に広がっていく。さら

に、各国の中でも人口規模第1位の都市から、二

番手、三番手の都市に世界都市という言葉が広がっ

ていって、都市開発を進めるための大きなキーワー

ドになっているというのが現状ではないかと思う

わけです。例えば、大阪に9月に学生とゼミで参っ

たんで、すけれども、そのときに地下鉄のポスター

に世界都市という言葉を発見しました。内容はちょっ

とうろ覚えなんですけれども、たしかマナーを呼

びかけるポスターで、要するに、世界都市として

恥ずかしくない都市をつくるために市民としての

マナーを高めていこうという文脈で、例えば世界

都市という言葉が使われていたわけです。この言

葉の使い方云々ということよりも、その言葉が持

つイメージの起爆力というんでしょうか、そうい

うものが次第次第に広がっていって、同時に意味

が違ってきている。これはいろいろな理解の仕方

ができるかと思いますけれども、ちょうどそうい

う状況にあるのではないかというふうに思います。

映像(スライド)で見てまいりますけれども、

これはニューヨークという都市であります。いわ

ば世界都市論というのはこういう都市を目指す方

向でスタ}トをして、それで東京でもいろいろな

ものがつくられてきたわけです。それから、例え

ばそのころ、 86年、 87年あたりというのは地上げ

等の一番激しいころでありましたから、こういう

形で、これは港区内でありますけれども、長屋の

建物が壊されて新しいものに置きかわっていく。

これも世界都市、世界中に見られた風景だったわ

けです。

これはたしか臨海の一部だ、ったと思います。こ

ういう状況で、現在ではすっかりここにピルが建っ

て、住んでいるわけでありますけれども、こうい

う形でのウォーターフロントの開発というのも、

世界中で同時並行的に進んだ‘現象だ、ったわけです。

これはロサンゼルスでありますけれども、ロサン

ゼルスの手前のところはチャイナタウン、中華街

であります。古い中華街の町並みから遠くのほう

を臨むところに新しいピルが建っておりますけれ

ども、あの辺が80年代に新しく、世界都市を目指

すロサンゼルスという町がっくり上げた新しい摩

天楼で、このうちのどルの幾っかが日本の企業に

よって建てられたり、あるいは買収されたりした

ということでも、いろいろ指摘をされた風景とい

うことになるかと思います。

こういう風景、これは大阪の湾岸のところの開

発であります。非常にモダンで美しいデザインの

ピルなんですけれども、東京と同じように、こう

いう形でのウォーターフロントの開発というのが、

どんどん2番手、 3番手都市に広がっていく o そ

ういう都市がより高い地位を目指すときに、目指

すイベントというのが、例えば現在でいえばオリ

ンピックでありますとか、万博といったイベント

で、ブリスベンも今から10年ほど前に国際博覧会

を聞きました。オリンピックや万博をめざして名
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古屋、あるいは大阪、横浜といった都市がそうい

うものを目指すのも、同じような文脈の中で理解

すると非常にわかりやすいのかもしれません。

それで、こういう形で大文字の世界都市を目指

す動きが続いてきているわけです。これは確かに

流行ではあったわけではありますけれども、経済

のグローパル化、資本のグローパル化の流れの中

で、もはや避けがたい流れでもありまして、この

言葉が使われるかどうかは別としても、この流れ

に逆らっていくことは実際には難しいわけです。

ただ、きょうのテーマはその話をするということ

ではなくて、むしろそれらを通じて明らかになっ

た新しい点、あるいは十分見えてはいないけれど

も、やはり都市の構造や機能や役割を考えていく

上で忘れることができない点ということで、足元

から見た世界都市の話を若干してまいりたいと思っ

ております。

何が変わり、何が変わらなかったのか

何が変わり、何が変わらなかったのか。いろい

ろなことがあるわけです。例えばバブルの影響で

すか、ちょっとグラフが小さくで恐縮ですけれど

も、地価の高騰、株価の高騰の結果として、東京

に富が集積されたわけです。これは l人当たりの

年間課税所得の推移でありまして、全国平均を

100とした場合の東京都の平均値、それから東京

23区の平均値ということです。ごらんになってわ

かりますように、ちょうどパブ、ルのころ、とりわ

け91年あたりをピークに急激な所得の格差が生じ

て、バブルの崩壊とともにそれがまたもとに戻っ

ている。結果的には、ほぽ以前の延長線上の数字

に戻っておりますけれども、これだけ大きな変化

が短期間に起きたということを、これはあらわし

ております。

閉じように、所得の分配をあらわす数字でジニ

係数というものがあります。この数字が基本的に

は大きければ大きいほど、つまりこのグラフでい

いますと、上にいけばいくほど、その地域の中に

おける所得分配というのが不平等になっている。

豊かな人聞がより多く所得を得て、貧しい人間が

より少なく所得を得ているという、そういう分布

をあらわす図であります。やはり東京都と日本全

体の分布を示したものでありますが、これを見る

といろいろでこぼこはありますけれども、この場

合にはちょうどパフやルの最盛期、 89年のころに、

地価の高騰、あるいは株価の高騰に伴って、所得

分配の不均衡が生じたということをあらわしてお

ります。結果的にバブルの崩壊以降、例年であり

ますけれども、改めてこのグラフが下がっており

まして、バブルのころと比べれば所得分配という

のはやや平等に戻っておりますけれども、大きな

トレンドとして見た場合には、この数字が右肩上

がりになっておりまして、いわば構造的に見た場

合の所得分配の不均衡というのが、大きな流れと

して続いているようにも見受けられるわけです。

外国人住民の増加と社会変容

こういうような形の変化が、ひとつには現在の

東京を形づくっているということであります。そ

れから、このあたりからきょうの本題であります

外国人住民の増加という点に入ってまいるわけな

んですけれども、変わった点、変わらなかった点、

いろいろあります。例えばこれであります(表3-

1 )。数字が非常に小さくて恐縮でありますけれ

ども、要点だけをまず見ていただければいいかと

思います。

要するに、これはそれぞれ74年から例年、 84年

から何年、下が東京都、上が全国でありますけれ

ども、総計として、外国人登録人口がどのくらい

増えたかということをあらわしております。例え

ば、 74年から84年の10年間の聞に、全国で約9万

1，000人の登録者数が増えたわけでありますけれ

ども、 84年から95年、次の10年間というのは、全

体で52万人という数字になっております。この数

字の読み方というのはなかなか難しいわけで、あり

ますが、いずれにせよ非常に大きな変化がそこに

あった。 50万人規模の大都市が1個丸々生まれた

ということをあらわしているわけです。

同様に、東京都のレベルで見ますと、 74年から

84年の10年間に、 2万2，000人の増加であったの

に対して、 84年から95年は約10年間で11万人の伸

びが見られました(表3-2 )。結果的に、 95年時



140 総合都市研究第63号 1997

表3-1 職業階層別の外国人登録者数の推移一国籍別、全国一

総数 車豊田・朝鮮 その他

職業階層 登録者数 増減 登録者数 t包滅 釜録者数 i曽滅

1974!手印刷年 1995年 74・84 84-95 1974~ 1984年 1995年 74・84 84・95 1974年印刷隼 1995年 74・1414・95

専門 21675 27954 69653 6279 41699 4811 7550 12657 2669 5107 16794 20404 56996 3610 36592 

管理 8275 11427 26840 10152 1413 4797 13306 18136 1509 4130 3471 5121 1704 1643 3583 

事務 26791 45685 90739 18894 45054 20954 37005 52597 16051 15592 5137 1610 31142 2843 29462 

販売 35637 38663 41508 3026 2845 30593 34770 35520 4177 750 5044 3893 5988 -1151 2095 

サービス 10624 19978 39833 9354 19855 6404 11794 11763 5390 -31 4220 1184 28070 3964 19816 

マニュアル 83084 68379 193858 -14705 125479 80888 65451 49370 -15437・16081 2196 2928 144488 732 141560 

無線 563008 621799 899940 58791 278141 490289 517259 486333 26970・36926 72719 104540 413607 31821 309067 

隆1土 749094 840885 13623711 91791 5214861638806 687135 666376 48329・20759110288 153750 6959~ 43462 542245 

表3-2 職業階層別の外国人登録者数の推移一国籍別、東京都ー

総数 韓国・朝鮮 その他
職業階層 登録者数 t普減 登録者数 増減 登録者数 増減

1974年印刷年 1995年 74・84 84・95 1974年印刷年 1995年 74・84 84・95 1974年印刷年 1995年 74・8484-95 

専門 6842 8804 17613 1962 1809 1368 1859 2789 491 930 5474 6945 14824 1471 7879 

管理 n71 5567 8900 2296 3333 1349 2580 3638 1231 1058 1922 2987 5262 1065 2275 

事務 7497 11021 23148 3524 12127 5056 7222 10502 2166 3280 24‘1 3799 12646 1351 8147 
販売 5716 5485 5478 ー231 -1 4258 4461 4103 203 -358 1458 1024 1375 -434 351 

サービス 2326 4388 7967 2062 3579 1085 2093 1436 1008 -657 1241 2295 6531 1054 4236 

マニュアル 7567 5736 7795 -1831 2059 7143 5157 3555 -1986 申 1602 424 579 4240 155 3661 

無職 80410 95197 176052 14787 80855 54175 57665 680n 3490 10367 26235 37532 108020 11297 70488 

総計 113629 136198 246953 22569 11 0755 74404 81037 94055 ~塑」塑堕 39225 55161 152898 15936 97737 

資料 i圭務省織『昭和49年在留外国人統計J.圭務省『昭初59年在留外国人統計』‘入管出会『在留外国人統計平眼目年版』

点でいきますと約25万人ということで、東京都の

人口の約 2%程度ということになりますでしょう

か。この2%という数字も、大きいと見るか、小

さいと見るか、区によっては、あるいは地域によっ

てはこの数字が5%、あるいは10%を超えている

し、少ない区ではもっと少ないわけであります。

私のきょうの報告は、むしろこの数字が持つ意味

を、いわば大きく考えていくという立場でござい

ます。

この辺の数字、非常にごちゃごちゃしてわかり

にくいものですから、幾っか基本的な数字を取り

出し、 74年、 84年、 95年の変化を示すグラフをつ

くりました。こちらのほうを見ていただきたいと

思います。最初が全国の国籍別で、まず韓国、朝

鮮国籍の方、当然、この中には定住外国人として

の在日コリアンの方がかなりを占めております。

それプラス、ニューカマーの韓国人の方ももちろ

ん含まれております。これを見てわかることとい

うのは、基本的に無職の方が非常に多い。これは

1つには、外国人登録のいろいろな記録のとり方

で無職というふうに申告される方が非常に多いと

いう事情が含まれているようでありますけれども、

子供も含めて、無職の方が多い。職業別に見てま

いりますと、 74年時点ではマニュアル・ワーカ一、

つまり工場や建設、あるいはその他の現場で働く

方が一番多かったわけでありますが、次第に減少

傾向にある。逆に事務職の方が増えているという

ことを、これはあらわしております。

同じ数字を東京都について見ますと、基本的に

は、傾向というのは同じなわけですけれども、東

京の場合には、新しくニューカマーとして東京に

やってくる韓国人の方が多い、留学生の方も含め

てでありますけれども、その関係で84年から95年

にかけて増加をしております。職業別の分布を見

ますと、やはり同様に始めはマニュアル・ワーカー

の方が一番多かったわけですけれども、これが減

少傾向になり、事務職の方が次第に増加している。

この中にはいろいろなタイプ、いわゆる日本系の

企業に勤める方から、同胞系と呼ばれるような在

日の方が経営される企業に勤める方、いろいろ含

まれておりますけれども、日本人と同様の事務職

化というのが進んでいることがわかるわけです。
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同様に、その他の国籍の方の職業別の分布をあ

らわしたのがこれです。東京都における「韓国、

朝鮮J国籍以外の方の職業別の分布を、 74年、 84

年、 95年で示したものであります。もともと74年

時点では、その他の国籍の方は非常に少なかった

わけで、ありますけれども、全体として大きな伸び

を示している。とりわけ留学生、あるいは就学生

の方を含めた無職層というふうにここでカテゴラ

イズされる方が非常に増えているというのが、ひ

とつの大きな特徴。それから、職業別を見ますと、

専門職、あるいは事務職といった東京を特徴づけ

る職業セクター、中枢管理機能をいわは支えるよ

うな仕事が増えております。この中には、例えば

専門職として英会話学校の先生でありますとか、

翻訳や通訳などの事務を行う方も含まれているわ

けです。いわば東京の国際化、世界都市化に伴っ

て、特に専門職労働力としての外国人の位置が大

きくなっているということがわかるわけです。

ちなみにマニュアル・ワーカー、現場で働く方

は、全国的に見ると、北関東、愛知県、あるいは

静岡県といった地域で、急激に増加をしている。

この中の多くというのは、ブラジルやペルーから

いらした日系人の方ということになるかと思いま

す。これがこの10年間の全国的な変化であって、

それに対して東京というのは、東京の産業構造を

緯国
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いわば反映する形で、専門や事務に従事する外国

人の方が相対的に多いということをあらわしてい

るかと思います。

日本で外国人と言った場合、とりわけ外国人労

働者という言葉を使った場合に、いろいろなイメー

ジというものを喚起してしまうわけであります。

けれども、実際にはかなり多様な方がそこでは働

いているわけです。とりわけ東京という都市につ

いて言えば、その多様性に注意をもっと向けてい

く必要があるかと思います。

ただ、実際には、今見た数字というのは外国人

登録をしている外国人の方の分布でありますので、

当然、外国人登録をしていない方の存在も含めて

考えていかなければ、現在の、例えば東京の人的

な面での国際化というのは理解できないわけであ

ります。これは94年を一応基準にいたしまして、

数字を幾っか並べてみたものであります。このう

ちのオレンジ色で色を塗った部分というのが、先

ほどの登録をした外国人の方のグループでありま

す。それぞれ有職者の職業別分類、それから、無

職と答えた方の中で、ピザのステータスによって

留学生の方、就学生の方、それから研修生の方と

いうふうに分けてあります。同様に「韓国、朝鮮J
という国籍の方、それから、「その他Jという国

籍の方に分けて分布を示しであります。

その他

25千人10 15 

事務臓
「有聡者j

販売職

サービス職

登録外国人数

(1994年12月末日)留学生1
} Student 

就学生|

研修生

「無職者J中
の主要資格

93.000、

「不法就労者J摘発数(稼働地別)(1994) 

」ロ
「不法残留者J推定数(参考値)(1994.11.1) 

図3-1 東京都における外国人住民の構成 (1994年)(町村敬志作成)
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有職者について言えば、これは先ほどと同様で、

専門、事務というところに大きな集中がある。こ

れが東京の大きな特徴と言えるかと思います。同

時に、東京には大学等、学習する機関が非常に多

いということで、留学生の方、それから日本語学

校等で学習をされている就学生の方が非常に多く

の層をなしている。とりわけこの就学生の方の中

には、一定の時間数の制限の中ではありますけれ

ども、アルバイトという形で働いている方が非常

に多く含まれておりますので、実際にはこの辺の

就学生の方、あるいは一部の留学生の方というの

も、労働市場という点で見た場合には、東京の労

働市場、とりわけサーピス産業の労働市場の中に

組み込まれている層ということが言えるかと思い

ます。

それから、下の緑で書いた部分は、上の登録し

た外国人の方のグループからはみ出てくる層とい

うことになります。まず、 94年1年間に不法就労

ということで摘発をされた人数のうち東京都内で

働いていた方の数、これが約 2万人です。それか

ら不法残留者、いわばピザの所定の期間を終えて、

なおかつ日本国内に滞在している外国人の方が、

日本全体で現在約30万人弱ほどいる。これは実際

には地域的な分布の数は出ておりませんけれども、

不法就労者の方の摘発数の比率を参考にしながら、

その比率を出すと約9万人ぐらいになる。これは

あくまでも参考値でありますので、そのようにご

理解いただければありがたいかと思います。

いずれにせよ、こういった形でピザの資格に沿っ

て働いている方、それ以外の形で実際に滞在し、

かっ働いている方がいて、これらの総体として東

京における外国人の方の像というのができ上がっ

ているわけです。もちろん、こういう不法就労、

あるいは不法残留の方は、現在の日本の法律のも

とではもちろん不法状態にありますから、この層

の外国人の方をどういうふうに位置づけるか、こ

れは多くの問題を含んでいるわけでありますが、

現実問題として、こういう層の方が存在し、かっ

実際の仕事の現場、工場、建築の現場、あるいは

サービス業の現場等でこういう方が働いていて、

その上に大きな経済が成り立っていることを考え

るならば、当然こういう広い大きな層を含めた形

での外国人政策を考えていく必要があるというふ

うに、私は考えております。

「デュアル都市Jr二都物語J仮説の検証
ここまでが、いわば基本的な数字を確認する作

業になるわけです。世界都市ということが世界中

で語られておりますけれども、そのときに出てく

る事柄が2つございます。ひとつは、先ほども申

し上げた点なんですけれども、とりわけ金融を中

心としたような中枢管理機能の集積ということで

あります。これが通常よく使われる世界都市の意

味、とりわけ都市開発上の用語としての世界都市

の意味になるわけです。もうひとつ、世界都市に

は別の使われ方があります。これは特に研究者が

使っている使い方になるわけなんですけれども、

それがレジ、ユメにもございますが「デュアル都市J、
あるいは「二都物語J、2つの都市の物語という
ふうにそこには書いてありますけれども、ひとつ

の都市の中に2つの都市ができ上がる。デュアル

というのは二重という意味合いであります。光の

都市と影の都市、実際には、例えば中枢管理機能

を担うような職業、あるいは先ほど見たような所

得の分布の話がありましたけれども、いわば豊か

な層。それから、そういう流れから外れてしまっ

たさまざまな層、マージナル、あるいは周辺の地

位に置かれた層の対比であります。

このうち後者には、不法、合法を含めて、外国

人労働者として都市に住んでいる層がしばしば含

まれます。これは世界的な現象で、こういう状況

が現在各地で起きているわけであります。いわば

光の部分と影の部分というものを都市がどういう

ふうに位置づけていくのか、政策として対処して

いくのかということが、大きな課題になっており

ます。世界都市というふうに言った場合には、こ

の両面をあわせて考えていく必要があるわけで、、

このあたりからが世界都市に対する見方の大きな

分かれ目ということになるわけです。きょうのテー

マの大文字の「世界都市J、小文字の「世界都市J
というのも、それらの2つの面をあらわす言葉と

いうことになるのかもしれません。
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いわゆる、光に対して影とか間とかいう言葉を

いま使ってしまったわけですけれども、確かに問

題という形でくくれるような部分がその中で多く

存在している。しかしここではむしろ、それらも

含めて、都市を豊かにしていく要素に着目したい

と思います。都市が国際化をしていく、あるいは

グローパルな文脈の中で生き残っていくためには、

人の面での国際化が、当然ですけれども避けられ

ないわけです。人という場合には、今述べたよう

な多様な層がそこには含まれてくるわけでありま

して、そういう層を含めて、どういう都市の像を

描けるかというあたりが、これからの都市のもう

ひとつの大きな課題になっていくのではないかと

思っております。

20 
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グローパル化時代のローカルな基盤

残ったあと 5分ほどの時間で、そういう話を見

てまいりたいと思います。例えば、文化という面

であります。これもお手元の表がございますけれ

ども、現在、外国人の方が住んで、その外国人の

方向けのさまざまなメディアというものがつくら

れております。詳しい中身は、お手元の資料を後
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でごらんいただければありがたいかと思うんです

けれども、大きな特徴をひとつだけ申し上げます

と、国境を越えてメディアがつくられているとい

うことであります。外国から日本国内に向けて、

それから同様に日本国内から外国に向けてメディ

アが発信されたり、あるいは送られてきている、

そういう状況が増加しています。

こういう形でメディアというもの自体が国境を

越えてつくられていく。そういうメディアの環境

の上に、外国人の方の生活環境というのが現在つ

くられているわけです。こういうものは何も外国

人の方だけではなくて、草の根ということを考え

ていくと、いろいろと見えてきます。例えばNG

O 、非政府機関でありますけれども、分布という

面でも、例えば東京は非常に大きな位置を占めて

いるわけです。これもグラフがお手元にあるかと

思いますが、これは日本にある主要なNGOの本

部所在地の分布をあらわしたものであります。 92

年、 94年、集中度でいえば、だんだん東京の集中

度は低くなっておりますけれども、依然として非

常に大きな集中震を示している。この中には東京

の持つ独特の資源、先ほどあげたようなメディア

という点が非常に大きいわけでありますけれども、

そういうものを含めた東京の持つ特性があらわれ

ておりまして、単なる金融機関の集中だけにとど

まらない東京のこれからの機能を考える上では、

ひとつのヒントになるかとも思います。

ネットワークの中の東京一人がつなぐ都市と都市

それから、例えばメディアということを考えて

いきますと、もはや国境ですとか、形になる都市

というもの、自に見える都市だけではなくて、自

に見えない都市というのが重要性を帯びている。

目に見えない都市、目に見えないネットワークと

いうのは国境を越えてどんどん広がっていくわけ

です。よく言われるインターネットというのはひ

とつの大きなあらわれといえるでしょう。現在の

ところ、騒がれているほどには大きなインパクト

をまだ持っていないように思いますけれども、例

えばきょうの午前中に、モロッコ出身の日本滞在

の留学生の方がつくっているホームページを見て

みました。リンクされているページをどんどんた

どっていきますと、あっと言う聞にモロッコで出

されている新聞、あるいは諸外国で出されている

インターネットのホームページにどんどんジャン

プしていって、日本にいながらにして海外の情報

を入手することかできる。

ですから、先ほどのような活字のようなメディ

アに依存しなくても、簡単に国境を越えながら生

活をすることが画面上でできるわけであります。

それから、逆のことも当然言えるわけで、これは

逆にアメリカの中のホームページ、これもやはり

きょうの朝開いたものでありますけれども、例え

ば、日本のアニメというのはアメリカで非常に大

きなブームになっているわけです。これはカリフォ

ルニア大学のパークレー校の学生がつくっている

ホームページのようですけれども、こういうアニ

メページもつくられています。ここに数字、 8万

94人とありますけれども、このページを訪問した

僕が8万94人目の訪問者であったことをあらわし

ています。それだけ多くの人が世界中で見ている

ということをあらわしています。

こういう国境を超えるネットワークの中に東京

も組み込まれているわけでして、そういうことを

抜きに現状、あるいはこれからの都市の形を考え

ることはできないわけです。

無数の「小さな世界都市jを創る試み

若干あとスライドだけ見て話を最後にしたいと

思います。

主に人の面であります。最初にどこから、例え

ば東京が国際化するのか、あるいはどのようなと

きに町を歩いていてそれに気がつくのか。個人的

に言えば、やっぱりこれは秋葉原だ、ったのではな

いかと思うわけです。これは秋葉原の看板であり

ますけれども、すでによく見かける風景でありま

す。先ほど日系人の方の話をしましたけれども、

これは浜松での日系人の方のフェステイパル、合

法的に入国して働ける外国人としての日系人の方

というのが、非常に大きな位置を占めています。

それに対して、これは代々木公園に一時期集まっ

ていたイラン人の方でありまけすけれども、こう
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いう形での集まりというのも当然都市にはできて

くるわけです。そこでこういうビデオとか雑誌を

売っているわけです。

そこで買った雑誌がこれなんですけれども、こ

の雑誌はいずれもアメリカのロサンゼルスの近郊

でつくられておりまして、たまたまロスに行った

際にその雑誌の編集者の方に会ってきました。こ

の方はイラン革命で国を追われてアメリカまで流

れていって、そこで雑誌をつくって、それがいろ

いろなルートで世界中に流布して、これが例えば

代々木公園の一角で売られているという形で、い

わば国を越えるネットワークが自在に今できてい

るわけです。代々木公園につきましては、その後

いろいろな事情で、イラン人が事実上追い出しを

食ってしまった。これはちょうど植栽工事の最中

の様子でありますけれども、事実上集まることの

できない空間になってしまったわけです。

ちょうど同じ日だったんですけれども、反対側

を見ると、これは韓国の方でしょうか、在日の方

のイベントをやっておりまして、いろいろな意味

で国際化というのは避けて通れない道なのだなと

いうことを、視覚的に感じた次第です。同じよう

に、町並みレベルでいきますと、こういう形でハ

ングルの文字、これはビデオ庖でありますけれど

も、東京の大久保の町、それから同じようにこれ

は大久保の美容室、こういうものが町に溢れてい

る。小さなコリアン・タウンカfできていくわけで

す。これは大阪の生野区、在日の方が非常に多く

集まっている地域でありますけれども、あのくら

いの集積になりますと、町自体をコリアン・タウ

ンということで大きな看板を掲げて商庖街化して

いく。商庖街の活性化事業の結果として、韓国風

の大きなゲートがつくられるような状況も生まれ

ているわけです。

これはその中の一角であります。次にこれは韓

国ソウルの南大門でありますけれども、こういう

韓国人の方のコミュニティー、これは韓国の中の

韓国人の方のコミュニティーでありますけれども、

世界中に広がっているわけです。日本というのは

その一部であって、そういうグローパルな自で見

ていく必要が、現在ではあるように思います。こ

れはロサンゼルスのコリアン・タウン。これはちょ

うど、ロス暴動の直前だったんですけれども、こう

いう形でのコリアン・タウンができ上がり、ロサ

ンゼルスでも、外国人、あるいは移民に対する排斥

の動きが強まっているわけです。これはカリフォ

ルニア州住民提案187への反対運動の様子です。

これは不法滞在の外国人に対する社会サービス、

公共サーピス提供を中止するという、例えば医療、

福祉、公立学校に不、法滞在の外国人が入ってこな

いようにするという住民提案でして、結果的にこ

れは投票で通過したわけです。カリフオルニアの

ような移民に依存した州ですら、こういうものが

通るような状況が、現在では生まれているわけです。

これは同じ反対のデモンストレーションで、ロ

サンゼルスの市役所の前で移民がメキシコの国旗

を振っている、一種のデモンストレーションの様

子であります。同じように日本でも排他的な動き

が見られたりする。これは例えば大久保でのピラ

です。

こういうピラやポスターというのもときどき見

かけるわけです。

現在では外国人の方が増加することに伴って、

その世界は拡大し、また内容も多様化している。

これはモスクであります。実際にはこれは北関東

で、東京ではありませんけれども、もとパチンコ

屋を買い取ってムスリムの人々がモスクをつくる。

あるいはプレハブの工事現場の一角を借りてモス

クをつくるということが、現在見られるようになっ

ております。この方はそこでお説教している宗教

家の方です。

現在、日本、あるいは東京に外国人の方がいる

わけですけれども、考えてみれば、外国に行った

日本人も同じ経験をしているわけです。これはロ

サンゼルスにいる日本人の方のお祭りであります

けれども、こういう形で大きなイベントをやる。

例えば、こういう日本人の方、駐在員の方が多い

わけでありますけれども、実際にはさまざまな差

別と無縁ではないわけです。これはヤオハンとい

う大きなスーパーマーケットでありますけれども、

こういうところに日本人が集まり、大きなコミュ

ニティーをつくっている。東京、あるいは関東で
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もこういう風景、実際には日系のブラジル人の方

が大泉のあたりにスーパーマーケットをつくった

りということも、現に起きているわけです。

最期でありますけれども、外国に行った日本人

もさまざまな形で差別を受けているわけで、これ

はちょうど戦争中に日系人の方が収容された収容

所を移築をして一これはロサンゼルスの中なんで

すけれども、つくった建物であります。例えばこ

ういうところに日本人も一時期、まさに差別なわ

けですけれども、押し込められていたわけです。

こういう形で視点を変えながら人の移動というも

のを考える必要があります。そして都市というも

のが、そういう多様性をどのくらい引き受けられ

るかということが間われている。

こういうようなさまざまな動きは、それぞれ問

題という言葉で語られたり、逆に明るい未来と結

びつけて語られたりするわけでありますけれども、

これらをどのように位置づけていくのか、そして

都市の「厚みJをいかに増していくか。このこと
が、これからの都市の大きな課題、とりわけ東京

のような国際化した都市の場合に、避けて通れな

い道のりではないかというふうに，思っております。

4.日本の中の東京一全国総合開発計画・
首都圏基本計画と東京の計画一

大西 隆

私に与えられたテーマは、日本の中の東京とい

うことで、特に国土計画とか首都圏計画における

東京の立場というものであります。首都圏計画、

あるいは国土計画という広域計画における東京の

立場ということで、お話しさせていただきたいと

思います。

実は、ここは東京の立場と言いましたが、私が

一番感じているのは、東京はともかく、東京都の

立場というふうに明確に自治体の名前を出した場

合に、その立場が広域計画において必ずしもはっ

きりしていないということが、一番大きな問題だ

と思っているわけです。そのことをこれからお話

しさせていただきたいと思います。東京で国土計

画とか、あるいは首都圏基本計画のお話をしても、

あまり関心が強くないんです。これが地方都市に

行きますと、今はかなり、特に国土計画のほうは

盛り上がっておりまして、この秋などは随分いろ

いろなところで全国総合開発計画に関する講演会

が行われたりしたわけであります。

全総・首都圏計画の改訂と首都機能移転問題

例えば国土軸という言葉が、この国土計画、新

しい全国総合開発計画の中で生まれているのです

が、多分、東京の方々はあまり国土軸と言われで

もぴんとこない、あるいは地域連携軸なんでいう

言葉を聞いても、そういう言葉がいつの間にか世

の中で使われているということについてあまりご

存じないかもしれない。ただ、一方で、この全国

総合開発計画、あるいは首都圏の計画という、い

わゆる広域計画は、今非常にあることをめぐって

混乱しているというか、戸惑いがあるわけです。

それは東京の方に非常に大きな関係があるわけで

あります。それはほかでもない首都機能移転問題

であります。つい先日、移転審議会の構成が大体

国まったという新聞報道がありましたけれども、

今年の6月に国会等の移転に関する法律という法

律を改正して、新しく移転審議会という審議会を

つくって、そこで移転候補地を選ぶということに

なっているわけであります。

そのスケジ‘ユール、これは審議会の前に調査会

というのがあって、昨年の12月にレポートを出し

た。その調査会のレポートに記載されているスケ

ジュールによれば、 21世紀にならないうちに、つ

まり2000年代までに着工して、 2010年には新しい

首都で国会を開会するというスケジ、ユールで、全

体としては60万人規模の新首都ができる。場所は、

条件を昨年の12月のレポートの中で提示した。 9

つの条件というのが提示されているわけですが、

もちろん具体的な地名はそこに入っていないわけ

であります。一応、距離をイメージするという意

味では、東京から60キロ以遠、 300キロ以内とい

う数字が入っておりますけれども、それは具体的

にどこかというのははっきりしていない。そのど

こかというのを選ぶのが、審議会の役割だという

ことになるわけです。

そういう議論が動いているのです。したがって、
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例えば首都圏計画、首都圏というのは具体的には

l都7県、東京がl都で、その周りに3県、これ

は大体東京圏、普通私たちが首都圏というとこの

あたりをイメージするわけですが、法律上の首都

圏というのは、そのひとつ外側も含んでいるんで

す。山梨、群馬、栃木、茨城というのを含んだ1

都7県というのが首都圏となるわけです。これに

首都圏という名前がくっついているというのは、

そこに首都があるということを培示しているわけ

です。暗示と申し上げたのは、法律には東京が首

都だとは書いていないものですから、暗示してい

るわけですが。しかし、もし東京から外へ、首都

圏から外へ首都が移るというようなことになると、

首都圏ではなくなってしまうわけです。したがっ

て、首都圏計画を今議論していても、名前が果た

してそのまま残るのか。あるいはそもそも首都機

能という、首都圏の計画を考える上で、かなり大

きな影響を与えるような機能が一体どこに行くの

かという、そこのところがはっきりしないで、な

かなか計画が固まらないということで、計画がつ

くれないという状態になっているわけです。

国土計画というのは全国をカバーしているわけ

でありまして、全国総合開発計画というわけです

が、こちらのほうはいずれにせよ、全国のどこか

に移ったとしても着地するでしょうから、こちら

はそういう意味で、首都であるかどうかという非

常に深刻な議論は要らないわけです。しかし、首

都が移るのかどうかというのはかなり大きな影響

がありますから、こちらもなかなか方向が定まら

ないわけであります。というわけで、非常に重要

な首都機能移転論、これが方向性がはっきりしな

いということで、実は広域計画がなかなかっくれ

ないという状態にあるわけです。

首都機能移転をどう考えるか

首都機能移転ということについて、少し最初に

お話をさせていただきたいと思います。先月、国

の人事院という、国家公務員の研修等をしている

組織があるんです。その人事院の研修会に講師と

して呼ばれまして、国家公務員の方に講習をした

わけです。そのテーマは首都機能移転をめぐって

やってくださいということなので、ちょうど42人

だったか生徒さんがいて、課長クラスの方ですけ

れども、講習をしたわけです。その首都機能移転

の議論の経緯について 1回話して、もう l回は、

フリーにそれぞれデイスカッションするというこ

とだ、ったんです。ちょっと興味があって、アンケー

トを42人の方にしたわけです。アンケートを大き

く4つ聞いたんです、私が。

ひとつは、 2010年ごろ首都がどこか東京以外の

ところに移っているかどうか、見通しを聞いたわ

けです。それから 2つ目は、首都機能というのが

東京からどこか外へ移るべきかです。これはある

べき論です。 3つ目は、それと関連して、今地方

分権という議論が盛んですが、国家公務員の管理

職の方ですが、地方分権というのは必要かどうか

ということを聞いたわけです。 4つ目が、規制緩

和などを含む行政改革、これも結局国家公務員の

数を少なくするということにつながりますから、

非常に影響があるわけでありますが、その行政改

革は進めるべきかどうか。 4つ伺ったわけです。

それで、ちょっと私にとって意外な結果であり

まして、 1番目の予測については、移るという方

は2人です。 2010年に首都がどこかに移っている

という方は2人です。 40人の方は移っていないと。

今と変わらないと。ところが、移るべきかどうか

というべき論です。それは全然逆転していまして、

30人の方が移るべきだと。 8人の方が移るべきで

はないと。残り 4人ぐらいの方は保留ということ

です。だから、過半数の大部分の方は移るべきだ

と。だけれど、移っていないだろうと言うわけで

す。それから、分権、行革はするべきだという賛

成が圧倒的多数です。一番興味を持ったのは、予

測としては移らない、 2010年になっても東京に首

都があるという方は大部分。だけれど、気持ちと

しては移るべきだと思っていると。その理由をちょっ

とデイスカッションしようということでいろいろ

伺ったわけですが、非常に大多数の方がはっきり

していて、要するに金がないというわけです。

2010年に、首都移転の費用は今14兆と言われて

いるわけです。 14兆円の中は、土地を買うお金、

建物を建てるお金、首都の中のインフラを整備す



148 総合都市研究第63号 1997

るお金、これを合わせて14兆円。だけれども、ど

こに首都ができるかはわかりませんが、新しくで

きた首都とほかの地域を新たに結ぶ、そういった

外のインフラというのはそれに入っていないわけ

であります。そういう資産で14兆、ですから全部

完全に首都が機能するようにするには、もっとお

金がかかるということになるわけであります。そ

の金が今財政危機の中で出ないだろうと、できな

いだろうと。ということで、現実論としてはでき

ない。だけれども、改革は必要だ。それは分権に

賛成し、行革に賛成する気持ちとおそらく同じ気

持ちで、首都機能移転にかける改革への期待とい

いますか、変化への期待というのはかなり強い。

それが移るべきだというのには、賛成が精構多かっ

た。

1回の調査でありますが、しかし、実は似たよ

うなアンケート調査を国土庁などもやっていて、

結構似たような感じなんです。現実的に移るかど

うかという、見通しを尋ねているようなものはあ

まり見たことはないんですが、あるべき論として、

固の役人も結構移るべきだと，思っているというの

は事実であります。それだけに、財政的な問題は

なかなか鋭い指摘といいますか、毎日国の予算に

接しているわけですから、国の予算の状態を身近

に感じているということですから、移るべきでは

あっても、情勢が許さないのではないかというの

が反応でありました。

なぜ首都移転というのにそれだけお金がかかる

のか。移るべきだという議論もある中で、そうい

うお金がかかるのかというと、実はこれはかなり

壮大な計画なんです。 60万人の新しい都市をつく

る。 60万人の内訳というのは、半分がサービス産

業といいますか、半分が本来の首都に関係がある

人だ。そのうちで、家族の方がいますから、首都

に関係がある人30万のうち20万人が家族の方であ

ります。 10万人が勤労者です。その10万人のうち

の半分が政府に勤めている人であります。残り 5

万人が準首都機能と言われていますが、例えば大

使館の職員とか、あるいは外郭団体の職員とか、

政党関係者とか、そういう人がいる。それから、

民間企業が首都機能にくっついて移っていくだろ

う。そういう人が合わせて5万人。政府の職員が

5万人です。それで10万人。それに家族が'20万くっ

ついて、 30万が首都機能、あるいは首都機能関係

者、及びその家族です。その人たちが住むために

は、いろいろなサーピス産業というのが必要です

から、それが同じぐらいのボリュームが要る。合

わせて60万の首都をつくるわけです。

60万の首都を立地させる用地が9，000ヘクター

ルです。随分広い土地であります。この土地を今

適地選定ということで探しているわけですが、私

見でありますが、全国に2カ所しかないんです。

これは私見ですからあまり深く信じないほうがい

いと思いますが、これは条件があるわけです、い

ろいろ。政府もいろいろ条件を出していますけれ

ども、とにかくまとまった土地が簡単に手に入ら

なければいけないのです。だから、固有地とか公

有地でないといけないということです。それが最

大の条件かもしれないです。そうやって考えでい

くと、湖を埋めるかです。これはおそらく環境上

できないでしょうが、震ケ浦を捜めると十分にそ

れくらいは入る。

もう 1カ所は苫小牧にやり損ねた工業団地があ

るんです。これがそっくり残っているわけです。

1万1，000ヘクタールです。ちょっと遠いんです

けれども。大分遠いかもしれませんけれども、そ

こは準固有地といいますか、手に入りやすいんで

す。それ以外のところは、調べていくとなかなか

土地をまとめるだけでも大変なんです。 9，000ヘ

クタールというのは半端な面積ではないんです。

そういう意味で、私は嘗都移転というのは現実に

は非常に厳しいと思っています。しかも、今の計

画、 60万人、 9，000ヘクタールという非常に大き

な規模の計画というのを実現するのは、財政状態

もともかくとして、現実論として非常に難しいと

思っているわけです。しかし、その精神として首

都移転にかける改革への期待というのはあるんで

す。これは私も同感のところがありまして、政府

が出したレポートの中にも、あるいは法律の文言

にも、行政改革とか地方分権の契機として首都を

移転するんだと書いてあるわけです。

ちょっとこの契機という言い方は気になるんで
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す。首都移転というのは簡単に言えば引っ越しで

す。政府が引っ越しするわけです。引っ越しする

ときに非常に大事なことは、どこにヲ|っ越すのか

ということです。行き先がないのに引っ越せない。

と同時に、だれが何を持って引っ越すのかという

のも大事です。それが決まらないと、どんな新し

い家にどのくらいのスペースが必要なのか、ある

いはどういう部屋割りがいいのかというのが決ま

らないですから、だれが何を持ってヲiっ越すのか

という、引っ越しの中身も大事です。今、引っ越

し先は、さっき申し上げた審議会で決めようとし

ているわけですが、中身は立ち上げていくと60万

ということになるわけですが、これが決まってい

るようで決まっていないんです。

なぜかというと、並行して今行政改革をやって

いるわけです。やろうと決意を固めているわけで

す。地方分権についても議論が進んでいる。大き

な期待があるわけです。これらは、それぞれ中身

は後半でいろいろ解決しなければ、あるいは議論

しなければいけない問題を含んでいるわけですが、

結果的に政府の規模、中央政府の規模というとこ

ろから見れば、これは縮小することにつながるわ

けです。地方分権というのは政府の権限を地方、

都道府県とか、市町村に移すことになるわけです

から、政府の役人は減るわけです。権限が移った

分、要らなくなる。それから、行政改革の中に規

制緩和というのも非常に大きな重要な課題として

入っているわけですが、この規制緩和も政府の規

制にかかわる職員が必要でなくなるわけです。

ですから、行政改革、地方分権を進めていけば

政府は小さくなるわけです。だから、小さくなっ

たものを引っ越すのか、あるいはそうではないの

かという問題が、この改革と移転との関係の中で

問われるわけであります。今の過程は、これは大

分前に実は話を少しわかりやすくするために政府

が仮定を置いたわけです、 60万という数字を出す

ために。その仮定はどういう仮定かというと、今

のままで引っ越しますと。としたら、どのくらい

の人数になり、あるいはそれを収容するためには

どのくらいの面積が要るんでしょうかというのを

計算するために、仮定を置いたわけです。その仮

定というのは、今申し上げたように、変えないと、

改革が行われないという前提であります。そこで、

中央政府の職員5万4，000人という数字が出てき

たわけです。

ところが、その仮定が何かいつの間にか固まっ

てしまっているわけです。何となく今、 9の道県

が自分のところに来てくださいと手を挙げている

わけですが、そこは皆さん、この60万、 9，000ヘ

クタールを何とか自分の県の中で見出そうとして

計画を立てようとしているわけです。自薦候補地

です。だから、そういうぐあいに60万、 9，000ヘ
クタールというのは一人歩きしているわけですが、

よく考えてみると、これはあくまでも仮定であっ

て、むしろそれは行政改革、地方分権という必要

な改革が進めば崩れていく仮定なんです。だから、

問題は行ってから改革するのか、移るにしても、

改革してから移るのかというところがまず問われ

るわけです。

しかし、普通引っ越しするときは、荷物を軽く

して行くんです。要らないものを、ごみを全部持っ

て、向こうへ行ってからゆっくりごみを仕分けし

ようという、往々にしてそういうケースはあるわ

けですが、非常に計画性のないといいますか、後

で自分がみじめになるような引っ越しの仕方であ

ります。国が長い時聞をかけて考えるという場合

には、やっぱり持っていくものと持っていかない

ものを、まず仕分けをして、持っていくものだけ

で行くなら引っ越しをするというのが定石であり

ます。そういう意味では、まず改革が必要だとい

うことになるわけであります。

スウェーデンの首都機能移転

そういうふうに考えて、つまり首都移転という

のが、今政府が考えている震ケ関、永田町、全部

ひっくるめて60万規模で新しい町をつくる。それ

には何十兆という金がかかるというような話では

ない首都移転、別な方法、そういうのがあるので

はないかというふうに、私はかねて，思っていたわ

けです。実は、つい先週、そのことを実際に見る

ためにスウェーデンに行ってきたんです。ちょっ

と、そこでスウェーデンの首都移転について、短
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図4-1 スウェーデンの首都機能分散

時間お話ししたいと思うんですが。スウェーデン

の首都移転というと、皆さんはストックホルムか

らどこかへ行ってしまうのかというふうに思われ

るかもしれませんけれども、そういうことはない

んです。ストックホルムが首都であります。

しかし、スウェーデンでは実は1970年代以来、

首都機能の移転をしているんです。だから、あそ

こも日本と同じように議院内閣制ですから、総理

大臣がいて、大臣がいるわけですが、その総理大

臣及び大臣、閣僚はストックホルムにいるわけで

す。しかし、実質的な政府の機能はかなり分散し

ているんです。スウェーデンの場合に、いわゆる

中央政府の職員というのは4万人いるんだそうで

す。その4万人のうち、 1万人を16の地方都市に

分散させるという計画を立てたんです、 1970年代

です。実際に16の都市に移ったわけです。ちょっ

とその分布状況をOHPでごらんいただきますと、

これはスカンジナピア半島の地図でありますが、

スカンジナピア半島の右半分がスウェーデンでご

図4-2 イギリスの首都機能分散

ざいまして、右下、ちょうど画面の中央の下あた

りに赤い印がありますが、そこがストックホルム

であります。ここですね。

ここに青いぽつぽつ、全部で16ぐらいあると思

うんです、ちょっと漏れがあるかもしれませんが、

これが首都機能が移った先です。大体スウェーデ

ンというのは人口800万の国でありますが、大都

市と言われるのはこのストックホルムだけです。

中都市がイエテボリとマルメ、あとは日本的に言

うと10万以下ぐらいの小都市です、それが全国に

たくさんあるということになるわけですが、そう

いう都市をねらって移したわけです。これを70年

代、 16カ所に移したわけです。それでやめたのか

というと、そうではなくて、最近もいろいろな機

会に移しているんです。今回、私が訪ねたのは、

カールスクローナという、これも小さな町であり

ますが、ここに 私は都市計画を大学で研究して
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いるわけですが、その都市計画の国の機関、日本

でいうと建設省の都市局の中の都市計画課という

感じか、もう少しそれより大きな組織であります

が、それが移ったわけであります。これは1980年

代の後半です。

ですから今でもいろいろな形で続いているわけ

です。こうやって分散的な移転をしている理由は

何かというと、地域の振興であります。つまり、

想像できると思いますが、かなり広い国土で800

万の人口ですから、過疎地が至るところにあるわ

けです。日本から見れば、ストックホルムだ、って

過疎じゃないかと言われるかもしれませんけれど

も、とにかく全体に人口が希薄な国であります。

そこで、さらにいろいろな、例えば特定の産業が

不況になるとかいうことで、困難に見舞われる地

域が出るわけですが、そういう地域を重点的に、

政府みずからオフィスをそこに置くことによって、

雇用の開発、あるいは波及効果を上げて解決して

いこうというのが、政策の指針であります。いわ

ば日本的にいえば過疎対策です。

しかし、過疎も、ほんとうに人口希薄なところ

に政府機関が行くわけではなくて、それなりの拠

点都市に行くというやり方をとっているわけです

が、 16カ所を選んで立地をしたわけであります。

さらにその政策が続いているということなんです。

それはまさに、国家機関で法律の番人をやってい

る人がそこにいるわけです。だから、都市計画で

あれば、スウェーデンの都市計画については、ス

トックホルムではなくて、このカールスクローナ

というところに行かないと、法律のことについて

は解釈がきちんとわからないということになるわ

けです。それぞれがそういうセクションです。何

でこういうことが可能になったのか。このカール

スクローナなんていうのは結構距離があるわけで

す、三百数十キロぐらい。この辺になると800キ

ロぐらいあるんですか、 500キロとか、随分遠い

ですね。ストックホルムから100キロぐらいのと

ころにも、幾っか首都機能があるわけであります

が、随分遠隔地にもある。

しかも日本のように新幹線網というのがまだな

いわけでありますから、閲分交通は大変なわけで

す。どうしてそれでやっているのか。もちろん苦

労はあるんでありましょうが、幾っか参考になる

ポイントがあるようです。 lつは分権化が進んで

いるということです。今私の専円である都市計画

でいえば、スウェーデンというのは市町村の役割

が非常に大きいわけであります。市町村が実質的

な都市計画をやる。国の機関、あるいはその間に

ある県の機関というのは、市町村の都市計画が非

常に住民などに受け入れがたいという場合に、い

わば裁判をするように上級の機関に訴えることが

できるんです。それを裁定する役割を上級機関は

持っているわけです。したがって、実質的な仕事

は市町村に分権化されているわけです。もちろん

全国的な基準なり、調査をしたり、そういうこと

はさっきのカールスクローナの事務所、役所がや

るわけでありますが、分権化が進んでいるという

ことがひとつであります。

もちろん都市計画ばかりではなくて、ほかの分

野についても市町村の役割というのが大きいわけ

です。しかし、そこには実は仕掛けがあって、こ

ういう分権化を実現するために、市町村の数をう

んと減らしたんです。これは大英断でありまして、

市町村が行政能力を持てる規模に、規模を大きく

するために市町村の数をうんと減らしたわけであ

ります。そういう大英断をやって分権の基礎をつ

くったということもあるわけですが、第1は分権

化が進んでるということです。

それから第2は、固の役所をやっぱり役割によっ

て分けたんです。英語訳すると、ミニストリーと

いうのとボードというふうに使い分けていました

けれども、 2種類の国の役所があるわけです。ボー

ドというのが全国に散っているものについている

名前です。これは特定の行政目的で、ある行政分

野の仕事を実施する機関、実施機関。日々のある

行政分野の元締めではあるけれども、実施機関で

ある。それに対して、ミニストリーというのは政

策立案機能といいますか、これは、ですから大臣

にくつついて新しい政策を考える機能を持った部

分をミニストリー。大体そのミニストリーに当た

るところの職員が3，000人ぐらいで、片やボード

に当たるところが4万人ぐらい、全体で4万人程
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度と申し上げたんですが、大部分はボードに当た

る実施機関なんです。政策決定のところはわりと

少人数でやっていると。

ですから、極端に言えば、国会と一緒に閣僚が

いて、閣僚の周りで政策立案をサポートする集団

というのが3，000人の役人を中心に形成されてい

るということです。その決まった政策を実際に実

施する部隊というのは必ずしも首都にいなくても

いいということで、中央政府の役割というのを整

理したわけです。そのことによって、地方に分散

できる機能というのを見つけたというわけであり

ます。その2つ、つまり中央政府の役割の分化と

いうことと、分権化です。前者、役割の分化とい

うのは行政改革ということにつながっていて、あ

まりみんながわけのわからないことをやっている

わけではなくて、それなりに役割がはっきりして

いるということになるわけでありますが、そうい

う2つの改革を通じて分散が可能になっている。

首都機能の分散の考え方・見方

私は、実はこれはスウェーデンの絵を見せたん

ですが、ついでにもう 1枚お見せしますと、これ

はイギリスであります。イギリスが首都移転とい

う話題で出てくるのはおかしいと思われるわけで

すが、ロンドンに総理大臣、あるいは閣僚が全部

いるわけです。ところが、ここも、この青い印は

やっぱり首都機能が移っている先であります。エ

ジンパラ、グラスゴ一、有名な都市でありますが、

やはりイギリスも全国に分散しているんです。イ

ギリスの分散も同じように地方の雇用を促進する、

雇用機会を地方に提供するんだという地方振興と

いうことでありますが、似たような政策をとって

いるわけです。両者、両国は先進国であって、し

かも政策的に首都機能の移転というのを行ってき

た。日本では首都機能の移転というと、例に出て

くるのが、例えばワシントン、キャンベラ、オタ

ワ、最近ではベルリンです。これらもよく考えて

みると、要するに国が新しくできたわけです。あ

るいは国が統ーしたわけです。そうすると、当然

新しい首都が必要になるわけです。まさに国の形

が変わるわけですから、真ん中も変わるわけです。

だから、そういう状況で新首都ができるという

のは、これはいわば当然でありますが、日本が今

そういう状況にないこともまた明白なんです。し

たがって、むしろ我々先進国の中で参考にするべ

き首都移転というのは、例えばイギリス、あるい

はさっきお示ししたスウェーデンではないかと私

は思っているわけですが、そのメリットは、もし

日本で考えると、やはり規模は少し違うかもしれ

ないけれども、将来、過疎開題、地域、地方の振

興というのは非常に大きなテーマに、日本でもなっ

てくるわけです。つまり、地方で農業とか林業と

いう伝統的な中心産業、これが衰退しつつあるわ

けでありまして、このことが地方の過疎化に大き

な影響があるわけです。もし地方でそれを支える

雇用機会をつくるとすれば、やはり政府機関、要

するに税金で賄っていける機関に頼らざるを得な

いわけです。したがって、地方への政府機関の移

転というのは非常に意味があるのではないか。

しかもスウェーデンの場合もそうですけれども、

各地に分散しますと、これは勢い情報通信という

のが非常に重要なツールになるんです。したがっ

て、情報産業が発達せざるを得ない、あるいは情

報インフラを整備さぜるを得ない。つまり、新し

い時代に必要だと言われている産業がおのずから

振興されると。そういう副産物もあるわけであり

まして、私はそういうスウェーデンを参考にした

ような首都機能の移転というのが意味があるので

はないかと，思っているわけです。では、残った政

策立案機能、スウェーデンでは3，000人の役人と

いうことですが、日本ではもっとそれより大分多

くなるわけですが、それを移すかどうかというの

が、おそらく最期の問題になるんでしょうね。こ

れが今議論しているところのほんとうの首都移転

ということになるわけであります。

つまり、そこまでスリム化され、あるいは分権

化された結果、さらに残ったものをどうするかで

す。しかし、私はこの議論をするのはまだ早いの

ではないかと思うのです。つまり、そういう改革

がちゃんと行われるかどうかです。その行われた

ぐあいを見て、いわば最期に決めればいいと、も

う少し改革の進展を待ってから決めればいいとい
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較なんです。東京とニューヨークとロンドンとパ

リを比較しているわけです。この当時、 1990年ご

ろですが、東京が過密の弊害にあえいでいるとい

うことで、いろいろな格好で調査が行われて、私

も東京都の調査に参加したわけですが、これは東

京都自身がつくった白書からのコピーであります。

似たような趣旨でありまして、要するに何が示

されているかといいますと、我々先進国の大都市、

特にニューヨークとかロンドン、パリにあこがれ

てきて、いわばああいうふうになるのが先進国に

なることだと思ってきたようなところがあるわけ

ですが、実は既にある意味ではなっている。つま

り、都市の規模とか集積という意味では、先進国

の大都市以上だということがひとつ示されたわけ

です。それはどこを見ればいいかというと、これ

はちょっとニューヨークと東京、ニューヨークが

一番、ロンドン、パリに比べると大きいわけです

が、大都市の象徴である働く人、その集中度合い

を見ますと、ニューヨークというのはわりと狭い

範囲に高層ビルが集まっているというタイプです。

これは中間就業者の人口密度を示しているんです

が、東京より高いわけです。だけれども、幅が狭

いんです。だから局地に、まさにマンハッタンの

しかも下のほう、南のほうに高層ビルがあって、

図4-3

うふうに，思っているわけです。しかし、そのとき

に判断するひとつの基準というのがあると思うん

です。将来の話かもしれないけれども、そういう

状態になったときに、なお国会とか、あるいは閣

僚、それがどこか東京以外のところに移らなけれ

ばいけないかどうかという議論をする基準という

のは、やはり過密問題、大都市の病理になるので

はないかと。

。

東京大都市圏の課題と首都機能移転

首都機能移転論というのは、何をベースに起こっ

てきたかというと、これは3全総、第3次全国総

合開発、 1977年に初めて登場するわけです。それ

までも、戦争中以来繰り返し言われているわけで

すが、今につながる議論は1970年代に起こってき

たわけです。そのときの理由は過密大都市をどう

するかということであります。実は、最近はバブ

ルがはじけて地価も下がってきて、一極集中とか

過密問題というのはもうあまり関係ないというふ

うに言われているんですが、実はそうもいかない

んです。これはいろいろな図面が、グラフ、表が

並んでいますが、東京都がやった調査、特にこれ

は都市白書というのから切り取ったものでありま

すが、何を示しているかというと、 4大都市の比
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そこに集まっているわけです。

23区レベル

東京はもう少し広い範囲に就業人口が散らばっ

ているんです。しかし、散らばっているといって

も密度はかなり高く、ロンドン、パリを凌いでい

るということでありますが、量としてはニューヨー

クよりも多いわけです、都心で働く人の数が。逆

に都心に住む人は、これが夜間人口ですが、非常

にくぼんでいることでおわかりになるように、す

ごく少ないです。ニューヨークなどの場合は、働

く人も多いけれども、住んでいる人も多いわけで

す。パリとかロンドンについても、東京に比べる

と比較的というか、かなり大勢の人が住んでいる。

一番下のグラフを見ていただきますと、これはそ

れを比率であらわしたもので、職住比という、働

いている人と住んでいる人の割合をあらわしてい

るわけですが、一番都心、これは都心、それから

少し広い範閥、もっと広い範囲、だんだん広くな

るとこれが一致するわけです。非常に広範囲では

職住が一致するわけですが、ピンポイント、都心

部局地では東京が一番高いわけです。

つまり、住んでいる人に対して働いている人の

割合がうんと高い。つまり、住宅がなくオフィス

だけだということでありまして、いつの間にかこ

ういった過密都市が形成されたわけです。最近の

話題はオフィスが余っているとか、あるいは地価

が下がってきたということでありますが、しかし、

考えてみると東京を離れて、みんなが大阪に戻っ

たとか、あるいはほかの地方都市に行ってしまっ

て帰ってこないという話題も聞かないわけであり

ます。つまり、今は大体バランスしてきているん

です。つまり、大きくは東京、あるいは東京圏の

人口、あるいは職場は減っていないわけでありま

すし、地方では逆に増えてはいなしミ。ところが、

今まで、特にバブルの時期、集中がひと暑かったわ

けですが、そういう状態は回避されているという

ことなんです。いわば高値安定といいまか、過密

状態で停滞しているというのが実態であります。

その当時東京都でやった調査では、やはり東京は

快適な都市という基準から見ると問題が多いとい
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うのが結論であります。これは報告書の一部抜粋

でありますが、住宅、鉄道、道路、廃棄物、大気

汚染という領域で、東京は非常に将来不安である

と。不安であるというよりも、問題が解決できな

いという指摘を、この報告書ではしているわけで

す。

例えば住宅というのは、これは単に住むという

ことではなくて、望む質の住宅に払える費用、コ

ストです、住める。年収の5倍という基準があり

ますけれども、そういう価格でみんなが望む住宅

に入れる。そういう基準を設けると、今でも難し

いです。最近、マンションの値段が下がっている

ということでありますが、よく見ると面積も小さ

くなっているんです。だから、小さなマンション

にそれなりに年収の5倍、あるいは5倍以下の価

格で入れるということですが、質を考えると、ま

だ望む質のものは手が届かない。鉄道の混雑、通

勤の混雑もとまらない。まだひどい水準だ。道路

の混雑もそうだ。特に廃棄物は最終的に埋め立て

るという方法を日本でも、東京でもとっているわ

けですが、埋め立てる場所がなくなってきている

わけです。これは非常に深刻な問題であります。

大気汚染も、特に NOxについて、まだ環境基

準を満たしていないということであります。さら

に最近では地球環境ということで、温暖化防止の

ためにCO2の排出を抑制しなければいけないん

だという新たな課題が出ているわけですが、それ

を取り上げれば、それも深刻な状態にあるという

ことです。東京は過密であるがゆえの混雑、特に

鉄道や道路、あるいはボリュームが大きいゆえの

問題、廃棄物などがそうです。あるいは大気汚染

もそうであります。それから、職住のバランスが

悪いという意味で、住宅問題が非常に深刻になっ

ているという問題は、問題が今の瞬間に悪化して

いないかもしれない。廃棄物などは日々悪化して

いるわけですが、停滞しているかもしれないけれ

ども、その絶対水準というのは必ずしもよくない

わけであります。

したがって、そういう意味では3，000万の東京

圏、あるいは4，000万の首都圏という、我々がつ

くってしまったこのボリュームというのは、率直

に言って問題であるというふうに言わざるを得な

いわけであります。したがって、もし分権をして、

あるいは行政改革を行って、そういう政治行政が

やれる範囲のことをやって、それに民間の方がい

ろいろ反応すれば、多少全国の各地が均等に使わ

れるようになるのではないかという期待があるわ

けですが、そういうことをして東京が少しスリム

になるということで、我々東京に残って住む人の

環境がよくなれば、それはそれで1つの成果であ

りますカ大もしそうならないで、なおこういった

過密状態が続けば、その上で、例えば首都の本体

を移すとかいう、さらに次のステップが必要にな

るのではないかというふうに、私は思っているわ

けです。

きょうのテーマである広域、国土計画とか、あ

るいは首都圏計画という文脈では、今のあたりが、

つまりそういう広域計画の領域においても、分権

化、行政改革というのが外せない課題になってき

ていて、それとの関係で首都機能移転というもの

もとらえる必要があるのではないかというのが、

私の主張であります。

首都圏計画と東京都の役割

最後にひとつだけ、時聞がありませんが、つけ

加えますと、最初のこのタイトルにまつわる問題

として国土計画、あるいは首都圏計画における東

京の役割というところの、仮にそれを東京都の役

割というふうに読みかえたときに、役割がないこ

とが問題だというふうに申し上げたわけですが、

これは典型的な上からの計画なんです。国が国の

計画をつくる。これはいいとして、首都圏という

のは、ある地域のローカルな計画です。これを伝

統的に日本では国がつくってきたわけです。しか

し、よく考えてみると、ここに 1都7県という自

治体があるわけです。そのうちのもう少し小さな

ところでは、サミットという組織がつくられてい

るわけです。広域に計画をつくるというのは、こ

れは必要なことにだんだんなってきているわけで

す、我々の活動範囲が広がっているという意味で。

したがって、それを踏まえるならば広域計画は必

要だと、首都圏という範囲での計画は必要かもし
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れない。しかし、その主体は国ではなくて、むし

ろ自治体連合のようなものがそれをつくっていく

ということが必要ではないかと、私はかねてから

思っています。

そういう意味では、今そういう議論があまりな

いわけです。 1都7県でまとまって首都圏の計画

をつくろうとかいう動きはないわけですが、ぜひ

東京都のような自治体が音頭を取って、広域計画

を自分たちでつくっていくんだと。それが計画に

おける分権化ということにもつながっていくので

はないかというふうに思います。以上で私のお話

を終わりにさせていただきます。どうも、ご清聴

ありがとうございました。

5.分権の時代の首都自治体・東京の役割

磯部 力

既に大西先生をはじめとして、私が申し上げた

かったことの一部は触れられておりますので、後

からしゃべる人間の特権として、重複する部分は

極力避けることにして、要点だけを申し上げると

いうことにしたいと思います。

私の専門は法律学、行政法でございます。した

がって東京という都市のあり方についても、専ら

法制度という角度から考えてみるということにな

るわけです。これが都市の構造とかデザインとか、

物理的、空間的な話ですと大分イメージがわかり

やすいような気がするんですけれども、法制度を

どう変えるかという話は直接目に見える話ではあ

りませんので、どちらかというとわかりにくい、

敬遠したいという方が多いかもしれません。しか

し、皆さんの身近な生活に直接関係ないかという

と、決してそんなことはないわけであって、これ

は大いに関係のある話です。そういう意味で、地

方分権改革と、首都機能移転という問題が、東京

にとってどういう意味を持っかということを、主

として法制度の面からお話ししてみたいと思いま

す。

国家の統治と地方自治

具体的な話から入るとして、例えば最近厚生省

の高級官僚のスキャンダルが注目を集めておりま

す。あれはいろいろなことを考えさせられる事件

であるわけですけれども、別にその論評をしよう

というわけではないんですが、ああいう事件は決

して新しい問題ではなくて、同じような話は昔か

らあったわけです。ああいう問題が起こる制度的

な背景の 1つとして、国が出す補助金とそれに群

がる利権という構図があることは否定できない。

つまり、皆さんの払う税金のかなりの部分が国の

レベルに集まってしまって、それがまたかなりの

部分、補助金とか交付税交付金などという制度を

通じて、地方におりてきて、大部分は地方自治体

のレベルで支出されることになります。東京都民

が納めている税金は大変巨額に上るわけですけれ

ども、そのわりには東京都や区市町村におりてこ

ないという問題はあるんですが、それはともかく

としまして、お金がーたん固に行って、そこから

おりてくると、それにいっぱい紐がついている。

それはそうですね。お金は出して、口は出さない

というのは、なかなか実際問題として難しいこと

でありまして、必ず口は出す。

また、自治体がそれぞれ地域の実情に応じてい

ろいろな仕事をしようとしても、国のつくった基

準があって、その基準に合っていないとお金も出

てこないとなりますと、なかなか不自由なもので

あります。要するに、国家の統治構造が基本的に

中央集権的な仕組みになっているわけです。これ

がいろいろな意味で、現代日本の行政システムに

生じている諸問題の根源というふうに言わざるを

えないわけです。もっとも、集権的なシステムと

いうのは常に悪かというのはちょっと短絡に過ぎ

るわけでありまして、集権か分権かというのは所

詮相対的な話です。世界史上、古今東西、完壁な

中央集権国家とか、完壁な分権国家というのは実

際上は存在しなかったわけで、どんな国も大なり

小なり集権的であり、大なり小なり分権的である

わけです。ただ、そのバランスが問題なわけで、

それが時代の要求に合っているかどうかというこ

とが問題なんだろうと思います。

我が国も明治以来の世界史的な状況の中で、先

進国に固まれて、その圧力の中で追いつけ追い越

せと一生懸命ゃったわけで、そういうときに集権
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的なシステムというのはそれなりに立派な役割を

果たした。その歴史的な意味は評価しておかなけ

ればならないと思いますけれども、その反面とし

て切り捨てられてしまったもの、それによって失

われたものが今やもっと大事になってきた。時代

が変わってきたわけですから、ここで何とか少し

分権の方向にバランスを回復しなくてはならない

ということについては、もう皆さんの合意がある

ところだろうと思います。

「東京問題Jと自治体としての東京都
この集権的な仕組みというのは、ょくすべてが

ーたん東京に集まって、東京で決定され、東京か

ら配分されるというように表現がされることがあ

ります。その場合の東京というのは、自治体とし

ての東京を指しているわけではもちろんなくて、

まさに国の中央行政、あるいは国会といったこと

を意味しているわけです。つまり、東京という言

葉は、いい意味でも悪い意味でも集権主義、集権

化のシンボルという役割を担ってきたと思います。

実は、昔から東京には自治体としての東京市とか、

あるいはいろいろな区とか、東京府という時代も

ありましたが一東京府が自治体であったかどうか

は問題ですが、それはそれなりに存在していたん

ですけれども、東京の自治の話というのは比較的

印象が薄いわけであります。世界史的に見たら、

こんなに大きな都市自治体というのは、まず古今

東西あまり例がないわけであって、東京都は世界

で一番大きな白治体と言ってもいいんですね。

しかし、東京と一言で言ってしまうと、その首

都自治体という側面はどこかへ行ってしまって、

それは集権化のシンボルであるということになっ

てしまう。しかし、これからはまさにベクトルが

逆に向いて、分権の時代になっていく。そこで、

実は集権の最大のシンボルで、あったはずの東京が、

分権のシンボルにもなりうるのかもしれない。

「分権のシンボルとしての東京」という言葉を今

この時点で使いますと、何か一種の逆説的な、意

表を突いたような表現という感じがしますけれど

も、実はそうなるチャンスは大いにありそうで、

そういう意味で東京というものを自治体の問題と

してとらえてみるという問題提起を、ぜひしたい

と思うわけです。そして、自治体というのは、要

するに自治体という名の役所が、国の役所と同じ

ような一方的なことをやるという話ではないわけ

であって、自治体行政というのは、まさに住民が

主人公になるわけです。したがって自治体が主人

公になった東京ということは、要するに、住民が

主人公になった東京ということであり、東京の自

治の話をするということは、結局、東京が抱えて

いるさまざまな問題を、一体だれがどんな手続で

決めていくのかということ自体を問題にするとい

うことになるわけです。

首都機能移転

そういうふうに考えてみますと、首都機能移転

という大問題が、今回のレベルで進行しているわ

けですが、そういう引っ越しがいし晴、悪いかとい

う話より一つ前の次元で、首都機能移転というこ

とを一体だれが、どんな手続で決めるのという問

題があることに気づいていただきたいと思います。

この点は、分権的な問題意識から見ますと、非常

に不思議な感じがするんです。つまり宙に浮いて

いるような感じがする。確かに法律が存在して、

検討は始まっているのですけれども、首都が移転

するということについて、東京都民は今まで、意

見を言う機会があっただろうかというと、そうい

う手続の保障はないわけですし、移転先の候補地

が決まったとして、そこの住民にとってそれはど

ういう問題になるんだろうかというふうに考えま

すと、これからの分権化の時代においては、何を

決めるにも、一体だれが、どんな手続でそれを決

めていくのかというのが基本だという問題意識か

らすると、まさにこれまでのところ展開してきた

首都機能移転論というのは、非常に不思議な位置

づけになる。まず、そういうことを申し上げてお

きたいと思います。

時間が限られているというので、先にエッセン

スを言いたいということで申し上げるんですけれ

ども、そういう点で非常に対照的な開題なんです、

この分権という話と首都機能移転という話。その

対比を意識していただきたいと思います。
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意識改革としての地方分権

さて、レジ、ユメの 1番目のところで、まず意識

改革としての地方分権などと書きました。これも

やや奇をてらっているかもしれませんけれども、

地方分権というのは制度の改革の話で、役所の仕

組みの改革の話であると受けとるのが常識的でしょ

う。それが意識改革の問題であるかどうかという

ふうに考えていただけるかどうかというのは、実

はしかし、とても大事なことだということを強調

したい。そういう趣旨です。最初に首都機能移転

論のわかりヤすさと、分権論議のわかりにくさと

書きましたが、それも同じようなことでありまし

て、首都機能移転というと、およそ予備知識が何

もなくても、何か霞ヶ関とか永田町とか、あのあ

たりが空っぽになって、建物ごとといいますか、

人も建物もヲ|っ越すんだt。そうすると、その跡

地はどうするんだとかというようなイメージがわ

きますし、だれでも賛成とか反対とか意見が言い

やすいわけです。しかし、分権改革をしましよう

というと、まさに直接には目に見えない話になり

ますから、どうも役所の内部での権限争いの話な

のではないのという感じで、一般の市民に受け取

られてしまう。自分たちの生活に直接どういう関

係があるのかというところが、いまひとつぴんと

こないということがあると思います。

これは無理からぬ話です。例えば東京都の23の

特別区が、特別区という制度はどうも一人前の市

町村の扱いではないのでけしからん、ちゃんと23

の一人前の市になりましようということで、「都

区制度改革」というのが行われようとしています。

まだ実現していないのですけれども。 23区側は随

分お金も使って、区民、都民に対して、自分たち

の改革の意図をキャンベーンしました。相当いろ

いろなポスターもできたりして、やられたんです

けれども、いまひとつか、いまふたつぐらい、区

民や都民の反応は冷たかった。一体それは何の

ためにやるのと。自分たちに何の関係があるの

と。

例えば、ごみを出す。そのごみをちゃんと収集

日に出しておけば、行政が運んでいってどこかで

処理してくれる。これはとても大事なことです。

住民としては、そういうサービスを行政がきちん

とやってくれることは欲しているんだけれども、

それを区がやろうが、都がやろうが、国がやろう

が、どこかがちゃんとやってくれればそれでいい

よということになります。あとは役所の内部で適

当に相談して、一番能率よくやってくださいとい

うような気分でいらっしゃる方は多いだろうと。

しかし、そうではないんです。今の話を言いか

えれば、自分が払う税金一皆さんもたくさん税金

を払っておられると思いますけれども、その一部

が国税であり、その一部が地方税である。地方税

の一部が都税であり、特別区にお住みだ、ったら特

別区税、あるいは市町村税、それぞれ行きどころ

が違うわけですけれども、果たして自分が幾らず

っそれぞれのレベルの政府に払っているかという

のをまず大部分の方はご存知ない。税金のトータ

ルの量は気になりますけれども、それがどういう

割り振りになっているかということは、あまり気

になさっていないということがあろうかと思いま

す。これも同じような心理状態だと思います。

しかし、そこは違うんです。自分の払う税金が自

分の一番身近な政府のところにたくさん行って、そ

こで、その税金の使い道が一番身近な政府のレベ

ルで決まる。それはガラス張りで住民によく見える

ようになっている、自分たちの意見も言うことがで

きる、その意見を反映させることもできる。という

仕組みがきちんとできていけば、なるほど、それな

ら自分の払う税金はなるべく身近なところにたくさ

ん払いたい。こういうサービスをやると、これだけ

お金がかかる。しかし、それはぜひやってほしいサー

ビスだから、その分、多少は税金が高くなってもい

いとか。あるいは、こんなサーピスはもう要らない

から、その分税金を安くしろとか、そういう受益と

負担の関係が目に見えるようになってくる。

あるいは、相異なる立場での政策論争、それぞ

れが一体どういうメリット、デメリットを持って

いるのかということも、よりわかりやすくなって

くる。そういうことが見えてきたら、なるほど分

権というのはそういう意味を持つのかということ

が、初めて住民の方にもおわかりいただけるんだ

ろうと思います。いろいろな話をもっとしたいの
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ですけれども、はしよって申し上げているんです

が、要はそういうことでありまして、分権とは単

なる役所の中のコップの中の嵐みたいな話では決

してないわけです。自分たちの身の回りに直接か

かわる行政サービスのあり方、行政サーピスと税

金の関係、そういったことがもっと身近に見えて

きて、それがさらに公正、透明化ということが進

めば、一層クリアに、オープンになってきて、さ

らに住民参加手続が充実すれば、自分たちの意見

も反映できる。そういう仕組みになれば、行政も

はるかに身近なものになり、しかも地域の特性を

反映した行政ができるようになる。これが決定的

な違いです。

分権で何が変わるのか

さて、レジ、ユメの1の3)のところで「分権で

何が変わるのか」と書きまして、「全国画一的・

縦割り的・一方的・ディジタル的な国家行政スタ

イルjと、「地域個性反映的、総合的、合意形成

的、アナログ的な自治体行政スタイルJと書いて
あります。これだけお読みになってもなかなかお

わかりになりにくいかもしれませんけれども、こ

れまでの自治体行政というのは、ほんとうに自治

体らしい仕事の中身というより、仕事の仕方をで

きない仕組みの中に置かれてきていた。どうして

も明治以来の中央集権で、すべてが東京の霞ヶ関

で決定する方式のもとに置かれてきた。そして国

の行政というのは、どうしても全国画一的になら

ざるを得ないわけです。北海道から沖縄まで、一

定のルールをつくったら、きちっとそれでやるし

かない。そのほうが効率的ですし、追いつけ追い

越せ時代にはそのほうがよかった。これは必然的、

本質的なものです。

それから、各省庁はそれぞ、れの事項を縦割り的

に考えます。何がベストかという判断を霞ケ闘が

するというのは、まさに縦割り的に何がベストか

ということをやるわけです。これまた必然的なこ

とです。そして、そうやって決まったことを一方

的に地方に下ろしてきます。これはもう自分たち

が一番物事をよく見て、情報網を持っていて決め

たんだからといって、それが上から押しつけられ

ることになる。そして、それはしばしばイエスか

ノーか、適法か、違法か、権利があるかないかと

いうような、いわゆるディジタル的というのはそ

ういう意味ですけれども、黒か白か的なルールで

提供されてくる。こういうのが明治以来の行政ス

タイルだ‘ったわけです。

これに対して、自治体のスタイルというのは、

一ほんとうのあるべき自治体のスタイルですよ、

今の東京都政とか市町村行政がそうなっているか

どうかは問題なんですけれども一本質的にこれは

地域に立脚していますから、地域個性反映的にな

らざるを得ない。東京都の行政と、過疎で悩む、

もうお年寄りばかりになってしまったような山村

に同じ行政需要があるわけがないわけで、これは

地域差、個性差が出てくるのは当然であります。

それから、人間というのは縦割り的に存在してい

るわけではないのであって、 1人の人間が行政に

対して持つ欲求というのは、体の半分は厚生省に

対応して、こっちの半分は環境庁と、そうはいか

ないわけであって、総合的なものです。どうして

も総合行政として対応していかざるを得ない。自

治体行政というのは総合行政にならなければなら

ないはずなんだけれども、これが縦割りルールの

もとで非常に不自由に押さえつけられていた。次

に合意形成的と書きましたけれども、自治体行政

というのは目に見える、地域住民が住んでいると

ころでやるわけですから、震ケ関で抽象的に国民

の利益一般を考えて事柄を決定するのとはわけが

違って、都道府県のレベルというよりも、市町村

のレベルになったら、ほんとうにいろいろな利害

が具体的に存在しているところで、もともと役所

が一方的に決めたから、それで動くという話では

ないわけです。どうしてもいろいろな人の意見を

聞いて、合意を形成しながらやっていかざるを得

ない。したがって、必然的に黒か白か、 100かO

かの世界ではなくて、 70対30とか、あなたの言う

ことももっともだけれど、少しは譲ってというよ

うな行政指導とか、そういうことで今やられてい

るディジタル的に対して言えば、アナログ的な行

政スタイルにならざるを得ないわけです。

もう時間もありませんので、あとははしよりま
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すが、今までこういう自治体の行政スタイルとい

うのは、何かけしからんことのように言われてき

たんです、国の行政スタイルからはみ出すもので

すから。裁判になったりすると、違法だというこ

とになりがちだ、ったんですけれども、実はそうい

うことをきちんと、ほんとうに自治体が自信を持っ

てやれるようにさせるというのが大きな分権の役

割なんです。

今までのお話でも、例えば窒素酸化物の規制な

んていうのも、これは全国にある問題ではないん

です。東京とか大阪とか、ほんとうに大都市で、

自動車がものすごく多いところに集中的にあらわ

れてくる公害問題です。これは全国ルールでやる

というのではなくて、まさにもっと自治体に任せ

てやればいし3。しかも、公害担当部局だけがやれ

ば済む話ではない。自動車の公害ですから、広く

都市の構造そのものにかかわってくる。要するに、

総合的に東京のルールをつくってやっていかざる

を得ない。こういう例はいくらでもあげられるの

ですが、あとは全部省略します。ともかくそうい

うふうに各自治体が、例えば東京都ならば東京都

らしい行政スタイルを確立できる。区市町村もそ

れぞれの区市町村で、港区方式だとか、目黒区方

式だとか、そういうのができてくるということが

望ましい。

先ほどご質問がありましたが、分権化すると、

ぱらぱらになってしまって、行政の効率性、行政

改革という趣旨に反するのではないかと。なるほ

ど、そういう面も出てくるかもしれませんね。分

権は行政の効率化と完全に一致するわけではなさ

そうです。しかしまた、完全に矛盾するわけでも

なさそうです。集権的システムに特有の多くのム

ダがなくなるはずですから。そこは非常に微妙な

問題で、多くの時間を費やして議論すべきところ

でしょうけれど、結論としては、効率性も大事だ

けれども、なおかっこの分権の価値というのは、

単なる効率性のはかりだけではばかれないもっと

大事なものだろうと思います。

なぜ分権改革が必要なのか

この点は、飛ばしてしまいましたけれども、 1

の2)のところに書いてある、「なぜ分権改革が

必要なのか」という基本問題にかかわります。明

治維新、戦後改革に次ぐ「第三の改革Jである。

以下、政治改革、行政改革、いろいろ書いてあり

ますけれども、これは要するに、全部霞ヶ関の改

革ということにかかわるわけです。しかし、それ

だけではない。「地域の自律ということの憲法原

理的な意味」というふうに書きました。これは説

明をしている時聞がないのですが、行政と住民の

関係の基本的なあり方に関わることです。地域の

ことは地域で自律的に、まさにみずからを律する

形で決めていく。国がつくったルールや、自治体

政府としての都庁や区役所がつくったルールをそ

のまま受けとめるだけで、住民は単なる行政サー

ビスのお客さんにすぎないといった考え方ではな

くて、 21世紀社会においては、まさに人間の尊厳

の根本にかかわる話として、人間が人間らしくあ

るためには、まさに自分のことは自分で決定でき

るーいわゆる自己決定権というのが人権思想の中

核になってきておりますけれども、ほほ同じよう

に、地域のことは地域で決めるという、地域の自

己決定権というものが、単に行政改革というレベ

ルの話を超えて、人聞が人間らしくあることの本

質に結びついてくる時代になってくるのではない

かと思います。そういう極めて基本的な価値にか

かわる問題ではないかということを、指摘してお

きたいと患います。

首都機能移転論への疑問

そういう分権改革の原理的な必要性、現実的な

必要性という視点を基礎に置いて、東京に密接に

かかわると思われる首都機能移転論なるものを見

てみますと、いろいろ疑問が出てきます。その趣

旨は先ほど申し上げたとおりで、一番申し上げた

いことは、レジ、ユメの2のところの一番下の 4) 

で、首都機能の移転という話は、そもそも一体だ

れが、どんな手続で決められることなんだろうか

という、移転計画の中身の話とは別に、手続の話

というものをぜひ考えておいていただきたい。そ

れを申し上げたいのが一番のねらいです。もちろ

ん苫小牧がいし、か悪いかとかそういう話は注意を
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引きますし、それはそれでもちろん大事かもしれ

ません。また60万人だとか、 9，000ヘクタールだ

とか、それはまた変わるかもしれない。そういう

話はそれであり得るでしょうけれども、一体それ

は国の法律に基づいて、何らかの審議会が、えい

やっと決めてしまえる話なのかどうか。そこは十

分慎重であってほしいと，思っております。

それが一番申し上げたいポイントですけれど、

その前に書いてありますことは、さっき大西さん

もまさに指摘されたとおり、一体移転すべき首都

機能とは何なのかというのが一向にはっきりしな

い。実は、びっくりされるかもしれませんけれど

も、首都という言葉が法律上使われている例はほ

とんどないんです。首都圏という言葉は法律上使

われていますけれども、ましてや、東京を首都で

あると明言した法律の条文があるわけでもない。

では首都とは何か。仮に東京が首都であるとして

も、それはどこが首都なんだと。常識的には、か

つての東京市、今でいえば結局、その発展的形態

である23区のあたりが首都なのかなという程度の

話でありまして、いや、都心3区だけが首都だと

か、槍原村まで全部首都だというようないろいろ

な議論は可能は可能ですけれども、一向にはっき

りしていない。

それはともかくとして、しかし、首都機能とい

うと一体何なのかというのは、さらにはっきりし

ない。しかし、途中の議論をはしよって結論的に

申しますと、これはおそらく大西さんの議論と基

本的に一致することになるのかなと思いますけれ

ど、首都機能移転とは、基本的に開発途上国型の

発想なのではないかと思われます。首都というも

のがまず国の中で一番大事で、そこをしっかりつ

くって、それで回全体を引っ張っていく。そうい

う意味で、大首都をつくらなければいかんという

発想というのは、 19世紀、 20世紀には、あるいは

開発途上国においてはなお有効なのかもしれない

けれども、既に成熟型の社会になってきているは

ずの日本において、今さらという感じがします。

それから、前にもご指摘があった、インターネッ

トですべてつながっているというような時代に、

新たに古典的な意味での大首都を建設して、広大

な規模で大勢の人聞が移るという発想自体が、そ

もそも時代おくれになってしまっているのではな

いかということを、これは多くの方が指摘されて

いるところだろうと思います。

さらに首都機能を移転することによって東京の

大都市問題は解決されるのかどうか。この辺はも

う既に、東京都の政策報道室などで調査をした結

果がいろいろに公表されています。必ずしも60万

人がお引っ越しされたからといって解決するわけ

では、どうもなさそうである。あるいは東京都と

か、特別区とかいった制度は一体どうなるんだろ

うか。実は「都jという制度は一般的な制度で、

県などと同じように、全国どこにでもあり得る制

度だということにはなっています。神奈川県が都

になるとか、大阪都とか、つくろうと思えばつく

れないわけではないんですけれども、しかし、歴

史的にはこれは首都としての東京都に適用するた

めにつくられた制度であって、普通の府県と市町

村の関係と異なって、都と特別区という制度がで

き上がっているわけです。そういう大都市制度な

んですけれども、これは一体どうするつもりなの

かと。そういうあたりも一向にイメージがわきま

せん。

言い出したら切りがないのですが、簡単に申す

ならば、首都機能移転論者のおっしゃることと、

分権推進論の立場の議論とは、問題意識は基本的

には共通しているんです。明治以来の集権的な国

家制度を何とかしなければいかん。それは同じな

んです。首都機能移転を言う方は、そういう分権

推進が大事だ。分権推進に役立つから首都移転を

しようと言っておられるわけですけれども、これ

はほんとうにそうなんだろうか。先ほどの大西さ

んの話でも、ヲlっ越しをするわけです。引っ越し

をするときには、身の回りをきれいにしてから引っ

越しするはずだから、まずヲlっ越しすることだけ

決めようやと言っているようなものですね。

もうちょっと別な比峨を使えば、例えば大学生

がほんとうはきちんと勉強しなければいけないの

に、今の下宿にいるとついテレビばかり見てしまっ

たり、パチンコばかりやったり、どうも生活が自

堕落になってしまう。だから、この辺で自分の生
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活習慣を変えなければならん。変えなければなら

んけれども、今の場所だと、どうも前の習慣をい

ろいろ引きずっているから、この際、アパートを

かえて、引っ越して、そこへ行ったら生活習慣が

きちっとなるだろうと決心したみたいなものです

ね。これは本人の気分としてはわかるんですけれ

ども、そもそも生活習慣を変える決心がつくなら

ば、今いる場所で生活習慣を変えるということが

まず必要であり、可能でもあるわけで、引っ越し

たら当然に生活態度が変わるというものではない

わけです。

あまりいい比輸ではなかったかな。しかし、首

都機能を移転したら当然に分権ができるというも

のではないですね。分権をするには制度の大改革

をする必要があるし、規制緩和をするには、規制

緩和の法制度改革をしなければならないわけです。

それはそれとしてやらなければならいわけで、ゃっ

たらできるわけであるから、そうだとしたら、首

都機能移転というのは、いわばおまけみたいなも

のになってしまうわけです。首都機能移転をした

ら、必然的にその他の改革ができるというもので

はない。そこの論理的な無関係さというのは一応

押さえておく必要があるだろうと思います。

分権の推進と自治活性化

そこで最後に申し上げたいことは、やっぱり首

都機能ではなくて、地道だけれど、目に見えない

けれど、しかし、一番大事なのは分権推進だとい

うのが結論ということになります。それでは、東

京都において自治が活性化するというのは具体的

にはどういうことかということです。東京都とい

う役所は相当に巨大でありまして、しかも、これ

までの制度のもとでは半分以上は国の仕事を下請

けでやっていたわけです。都庁というのも国の役

所みたいなところがあったわけですけれども、い

よいよ歴史上初めて、ほんとうの自治体としてこ

れから仕事ができる、そういう条件整備がなされ

ると思います。この12月の20日ごろには、国の地

方分権推進委員会で、いよいよこういう方向で分

権改革しなさいという指針勧告が出るはずです。

それでまだ終わりではないんですけれども、機

関委任事務という、これはまた諸悪の根源みたい

な制度を改革すべきだということを中心にした勧

告が出るはずです。しかし、そういう国の勧告が

出たら、あとは放っておいても分権になるかとい

うと、とてもそんな簡単な話ではない。国と自治

体の関係では、権限がおりてくる、財源がおりて

くる。ほんとうに財源がおりてくるかどうか心配

なところがありますけれども、その改革がなされ

たとしても、今度は都道府県と市町村、東京都で

いえば都と区市町村の関係をどうするのか。これ

は大問題です。まだ実際によくわからない問題は

いっぱいあります。今までは何となく、市町村が

一番下で、上に都があって、一番上に国があると

いう上下の関係のイメージを皆さんはお持ちだろ

うと思うんですけれども、これが今度はほんとう

に対等の関係になるはずです。自治体としての東

京都と自治体としての区市町村の聞に、当然の上

下関係はないということになってくると、一体両

者はそれぞれどういう役割を担うべきなのか。ど

ういう関係に立つべきなのか。

もちろん原則は区市町村が優先ということでしょ

うね。ほんとうに末端の基礎自治体である区市町

村が元気にならない分権改革なんて意味ないわけ

ですから、それは基本でしょう。しかし、広域的

な行政課題というのはいくらでも残っているわけ

ですから、それに対して広域の自治体である東京

都という大きな役所が果たすべき役割、これはま

たいっぱいあるわけですし、今までは国が直轄で

やっていたような、郵政省とか運輸省とか、ああ

いうところが直轄でやっていたような仕事もどん

どん分権化させて、東京都は新しい役割をいっぱ

い今後も引き受けることになるんだろうと思いま

す。その上での新しい都と新しい区市町村と、そ

して住民との関係の問題、実はこれは法制度的に

一きょうは触れられませんけれども、難しい問題

はいっぱいあります。

つい先日、東京都の研究会で、都から区市町村

への分権のあり方検討委員会という委員会の中間

まとめを発表したところですけれども、これは私

も参加していたのですが、日本全国どこでも、ま

だだれも議論していない、教科書に答えが書いて



第9回公開講演会:次世代時代における大都市東京の構造・機能・役割

いないような問題が実にたくさんあります。そう

いう意味で、しかし、これは固に答案を書いても

らって、そのうち国が法律をつくってくれるだろ

うで済む話ではないわけで、まさに自治体として

の東京都が、あるいは区市町村が率先して考えて

いくべき問題だろうと思います。全国の自治体も、

それを東京都に期待しているだろうと思います。

やっぱり時間的に無理がありましたが、ぼやい

ても仕方がありませんので、以上をもって中途半

端ながら私の話を終えることにいたします。集権

のシンボルではなくて、分権のシンボルとしての

東京都という可能性、チャンスは大いにあるので

はないかということを、私からのメッセージにし

たいと思います。どうもご清聴ありがとうござい

ました。

6.閉会あいさつ
福岡峻治

もう時間はいくらもございませんが、 5分ぐら

いいただきまして、お急ぎの方はいらっしゃるか

と思いますが、質問を 1問だけお受けしたいと思

います。先ほどの行革と分権化のお話については、

お二方の先生からそれぞれ触れられたと思います

のでご容赦をいただきまして、そのほかのご質問

がおありの方は、ちょっと手を挙げていただけま

せんでしょうか。いらっしゃいませんか。

それでは、ございませんようですので、本日の

講演会はこれで終わらせていただきます。

なお、本日の講演会の記録につきましては、例

年どおり、来年ないしは来年度発行予定の、私ど

もの総合都市研究という紀要がございまして、そ

ちらのほうで公表する予定でございます。本庁舎

の3階の情報センターのほうでも入手できる形に

なっておりますので、ご利用いただければ幸いで

ございます。

本日はどうも、長時間にわたりましてご清聴い

ただきまして、まことにありがとうございました。

以上をもって終わりにいたします。

一一了一一
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